
Ⅱ　人権施策の推進に向けた推進計画

　　１．推進するための条件整備

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺市人権施策推
進本部等の設置

市長を本部長とする田辺市人権施策推進本部を設置し、
田辺市人権施策基本方針に基づき、全庁的に人権教育・
啓発を推進する。

人権推進課 田辺市人権施策基本方針に基づき、市民一人ひとりの
尊厳が守られ、日常生活の中に人権尊重の精神が脈打
つよう、あらゆる分野において人権尊重の視点に立っ
た施策を総合的に推進した。

総合行政の中で様々な人権課
題に対して全庁的に取り組ん
だ。社会情勢の変化に伴う新
たな人権課題に対しても鋭意
取り組んでいく。

平成２８年度も継続実施。
田辺市人権教育啓発推進懇
話会の意見や提言を、今後
の人権施策に反映させてい
く。

田辺市人権擁護連
盟との連携及び事
務局

５つの支部からなる田辺市人権擁護連盟と連携する。ま
た、事務局として市民の主体的な人権意識の向上や啓発
活動を支える。

人権推進課

各行政局総務
課

平成２７年６月１４日に、５支部・約２６０名からな
る田辺市人権擁護連盟理事総会を開催し、年間の事業
計画や予算等について承認され決定した。「命・まも
る人権」を活動テーマとし、各種会議、理事研修会の
開催及び広報紙[れんめいだより]の発行を引き続き行
い、一人ひとりの人権意識の向上や、人権が尊重され
るまちづくりのための活動を行った。また各支部で
は、それぞれの地域における人権課題をテーマに講演
会や学習会等を行い、より効果的な啓発活動に取り組
んだ。

人権を考える集いについては
定員４００名を上回る程の参
加者があったが、今後も各種
講演会については、連盟の理
事だけでなく幅広い年齢層の
市民に対し、参加の呼びかけ
が必要である。

「防災と人権」を大きな柱
の一つとして活動を行う
が、その他にも各地域の課
題や実情に応じたテーマを
設定し、人権啓発活動を実
施していく。

紀南地方人権推進
連絡協議会との連
携及び事務局

本協議会は、田辺市、白浜町、上富田町、すさみ町、串
本町の人権団体で組織され、各団体相互の連絡協調を図
り、紀南地方における人権啓発の振興と充実に寄与する
ことを目的として、人権活動の取り組みや支援、各種研
修会等を実施する。

人権推進課 平成２７年８月５日に総会を開催し、年間の事業計画
や予算等について承認され決定した。総会終了後には
委員研修を実施

演題「東日本大震災から４年後の現状について」
講師　田辺市人権擁護連盟理事長　芝本　洋子　氏

また、平成２７年１２月１９日に、紀州語り部の会
仲江 孝丸 氏よる「太平洋戦争における空襲被害と
串本の基地について」と題した講話の後、串本町内に
ある戦跡を巡り、平和の尊さや人権尊重の大切さを実
際に体験しながら学習した。同日の午後からは「人権
のつどい」へ参加し、中学生の人権作文の朗読をはじ
め、元ＮＨＫの歌のお兄さん 新井 宗平 氏による
トーク＆コンサート「君としあわせ～輝く命のために
～」にて身近な視点における人権について学習した。
その他には、人権擁護委員の日や人権週間など様々な
機会や場所において一斉啓発活動を実施することがで
きた。

「防災と人権」について広域
で活動を行うため、「防災ラ
イト」を作成し、各市町にお
ける講演会など様々な機会に
おいて配布するとともに啓発
活動を行った。

平成２８年度も継続実施。
時宜に即したテーマによる
研修会への参加を行う。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺人権擁護委員
協議会田辺部会と
の連携及び事務局

法務大臣から委嘱された田辺市内２１名の人権擁護委員
による組織で、特設人権相談の実施、小学校での人権教
室、各種啓発、各種研修、委員相互の研鑽を図る。

人権推進課 人権の花運動や人権作文の応募依頼。人権擁護委員の
日や人権週間における街頭啓発の実施。企業及び福祉
施設への訪問や特設人権相談の開設。人権教室を三里
小学校及び新庄第二小学校の２校で実施。「人権の
花、紙ふうせん打ち上げ事業」を近野小学校、上秋津
小学校の２校で実施。
そのほか、田辺市人権教育啓発推進懇話会、紀南ここ
ろの医療センター人権擁護推進委員会、田辺市児童問
題地域協議会等への委員としての参加を行った。

人権の花運動については全国
的に実施している事業だが、
写真コンテストについては和
歌山県のみが実施している。
市内小学校での応募は約半
数。応募写真については「生
涯学習フェスティバル」や
「たなべ人権フェスティバ
ル」にてパネル展示を行い人
権の花運動を多勢の方に周知
することができた。

「人権の花、紙ふうせん打
ち上げ事業」については、
平成２８年度中に行政局管
内の全ての小学校で実施と
なるが、旧田辺市内の小学
校では立地条件等で実施で
きない学校もある。そうし
た小学校に対する代替事業
については、法務局・人権
擁護委員と相談の上検討し
ていく。

田辺市人権教育啓
発推進懇話会

適切な人権施策の取組が行われるよう、人権施策推進計
画についての評価、課題等について田辺市人権教育啓発
推進懇話会で審議する。また、必要に応じて社会の変化
に伴って新たに生じてくる人権課題を審議する。

人権推進課 平成２７年１０月３０日に懇話会を開催し、田辺市人
権施策推進計画の平成２６年度推進状況と新規事業計
画等について審議を行った。また、人権問題の現状と
課題の１つである「障害者の人権」について、やすら
ぎ対策課障害福祉室の谷口室長及び馬場崎主任より田
辺市における取組や現状と課題について説明を行っ
た。

様々な人権課題がある中、障
害のある方の人権について
テーマをしぼり、現状と課題
を担当者から説明すること
で、質問や意見・提言を、ス
ムーズに今後の施策に活かし
ていくことができるものと考
える。

平成２８年度も継続実施。
田辺市人権教育啓発推進懇
話会の意見や提言を、今後
の人権施策に反映させてい
く。

和歌山県人権啓発
活動ネットワーク
協議会への参画

県内に所在する人権啓発にかかわる機関等が連携・協力
関係を確立し各種人権啓発活動を総合的・効果的に推進
することを目的とする組織で、和歌山地方法務局、県、
市町村、和歌山県人権擁護委員連合会、和歌山県人権啓
発センターで構成。さらに県下は２ブロックに分かれて
いて、田辺市は、みなべ町から新宮市までの紀南地域
ネットワーク協議会に属している。

人権推進課 平成２７年６月２４日に、和歌山地方法務局田辺支局
で事務打合せ会を開催。管内各市町の平成２７年度に
実施した人権啓発活動の状況及び平成２８年度に計画
されている人権啓発事業に係る取組について情報交換
を行った。

県下２ブロックに分かれてお
り、ネットワーク協議会全体
として目立った活動はない。
関係機関相互の連携が図られ
つつある中、主担当となる和
歌山地方法務局のリーダー
シップが望まれる。

今後も、各市町村での連
携・協力関係をさらに深
め、紀南地方全体の人権啓
発活動をより効果的に推進
していく。

学習教材の開発等 市民の学習ニーズや課題に応じ、視聴覚教材の整備に努
め、市のホームページで掲載する。また、公民館等で人
権学習を実施しやすいように、独自の学習教材の作成に
努める。

人権推進課 視聴覚教材として、子どもの人権問題、女性の人権、
障害者の人権、職場の人権など６巻のＤＶＤソフトを
購入した。平成２７年度の貸出本数は４６巻（２４団
体）

学校や企業での人権研修に使
用するなど様々な人権問題に
ついてより理解を深めること
ができた。

前年度と比較して、貸出し
本数は１６巻増加、また団
体数も７団体増加してお
り、今後も様々な機会を通
じて、啓発活動を実施して
いく。

各種意識調査 田辺市独自の意識調査としては、合併前の平成３年に
「いまここに起つ」と題された同和問題意識調査報告書
をまとめ、県では平成８年と平成13年に「同和問題に関
する和歌山県民意識調査」がまとめられている。市単独
での人権に関する意識調査については予定していない。
県が平成２５年度に「人権に関する県民意識調査」を実
施する際、市としても協力をした。

人権推進課 平成２７年度は実施していない。
参考として、第１次田辺市総合計画（後期基本計画）
策定に係る市民アンケート調査が平成２２年度に行わ
れ、そのなかで「あなたの人権は守られていると思い
ますか。」という問いに、６８．１％の人が守られて
いると思うと回答している。

未実施のため、評価は特にな
し。

人権に関する意識調査の実
施については、田辺市人権
施策基本方針の改定の際に
検討する。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

人権を考える集い 教育委員会、田辺市人権擁護連盟等各種団体と連携しな
がら、時宜に即したテーマで講演会を実施する。

人権推進課 平成２８年２月６日（土）紀南文化会館小ホールで
「命まもる・人権」をテーマに開催。参加者４５１
名。
第１部　音楽法話～いのちの歌を響かせて～
　　　　関守　研悟 氏
第２部　講演会
　演題『笑顔の戦士～生きているって幸せ～』
　講師　道志　真弓　氏
音楽と講演を通じながら、「命・生きる」ことの尊さ
について考える機会を提供した。

講演テーマについては、時宜
に即した内容で、多くの市民
の方に参加してもらえるよう
にしているが、幅広い年齢層
への参加呼びかけが更に必要
である。

今後も、より効果的な手法
を検討しながら、平成２８
年度も継続して実施する。

人権推進課 常に人権尊重の意識を持って公務を遂行するように平
成２７年４月１日（水）に市職員研修会を開催した。
対象者は新任職員２７名
・「男女共同参画社会づくりについて」
　　講師　男女共同参画推進室
・「人権啓発の推進について」
　　講師　人権推進課

将来、指導的立場となる新任
職員が、豊かな人権感覚を身
につけ、人権の尊重を念頭に
置いたまちづくりを推進でき
るように概要研修を行った。

あらゆる行政分野において
人権尊重の意識高揚が図ら
れるよう、職員の人権研修
については今後も、継続的
に実施していく。

　

生涯学習課 平成２７年１０月３１日（土）、万呂コミュニティセ
ンター３階大集会室において、地域の人権教育・啓発
の指導的立場にある、公民館長、生涯学習（人権）推
進員、公民館主事、人権擁護連盟理事、その他関係者
を対象とした研修会を開催した。防災士・社会福祉士
の池本護氏による「災害弱者の人権を守る」と題した
講演の後、地区別に８グループに分かれ各地域での課
題や避難所の開設等について協議を行った。
参加者数は８６名。

各公民館、地域で活動する人
権教育・啓発の指導者を一同
に集めた研修を実施し、当地
域でも近い将来、発生が想定
される大災害を見据えたな
か、実際に被災地での支援経
験に基づいた避難所運営等の
話を聞き、トイレの問題など
避難所内で起こる様々な人権
問題について理解することが
できた。また、グループ協議
においてはそれぞれの地域で
の課題や今後取り組んでいく
ことについて共通認識を持つ
ことができた。

今後も、指導者を対象とし
た研修については、継続的
に実施していく。

　

人権学習指導者
養成講座

人権教育・啓発を進めるにあたって指導的立場にある方
を対象とした研修会を開催する。

3



事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

生涯学習課 全２７の小学校において、保護者学級を開催。
述べ参加者数は４，８３８名。

各校において人権に関する視
点を幅広く持ちながらテーマ
を設定し、計画を立てて開催
することができた。子どもに
関する人権を通して、保護者
の人権意識を高めることがで
きた。

子どもを育てるという視点
を踏まえ、各校の保護者が
興味関心をもっていただけ
る内容の保護者学級を、実
施していくものとする。

学校教育課 各学校の実状に応じて教育講演会等を開催し、保護者
に対して様々な角度から人権啓発を行った。

児童生徒の人権意識の向上を
図るには、保護者の人権意識
の向上が必要不可欠である。
各学校で行われる教育講演会
は、研修を受ける機会の少な
い保護者にとっては大変有意
義であり、人権意識の向上に
繋がっている。

平成２８年度も継続予定。

人権推進課

男女共同参画
推進室

・平成２７年１１月号で男女共同参画推進員企画料理
教室について
・平成２７年１１月号で男女共同参画連絡会企画講演
会について
・平成２７年１１月号でＤＶ（ドメスティックバイオ
レンス）について
・平成２７年１月号で人権を考える集いについて
・平成２７年１月号で男女共同参画連絡会企画講座及
び男女共同参画講演会について
・平成２７年２月号でたなべ人権フェスティバルのお
知らせについて及び男女共同参画センター講座につい
て
・平成２７年３月号で「シニアのための後悔しないか
たづけ術」の開催について、以上を広報に掲載した。

当地方の特色を活かした内容
での掲載に努めた。
講演会や研修会の参加呼びか
けについては、写真を入れて
わかりやすくするなどの工夫
を凝らした。

平成２８年度においても、
広報紙による積極的な啓発
を行う。

企画広報課 担当課から掲載依頼があった場合、お知らせワイド
（２８年１月号・２月号）、情報ボックス（２８年３
月号）、相談日程（常時）で記事を掲載し、市民に対
する人権啓発を行った。

紙面における文章や写真の取
扱いについては、常に人権尊
重を念頭に置きながら、個人
情報の保護や文章表現等に十
分な注意を払っている。ま
た、人権啓発を効果的、継続
的に行うには、掲載内容がマ
ンネリ化しないよう、紙面の
工夫を行う必要がある。

平成２８年度においても、
広報紙による積極的な啓発
を行う。

広報田辺の活用 広報田辺での講演会や研修会への参加の呼び掛けや、
「人権週間」をはじめとする強化期間などに広報活動を
行う。「人権コラム」掲載を検討する。

各学校における、
保護者対象の教育
講演会

各学校の実状に応じて教育講演会等を開催し、保護者に
対し様々な角度から人権の啓発を行う。

4



事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

人権推進課 人権相談を受ける場合には、できるだけ相談者の立場
に立って懇切、丁寧に相談内容を聞き取り、基本的に
複数人で行っている。また、女性からの相談について
は、女性職員が対応するなど、相談しやすい雰囲気作
りにも心がけている。
人権問題に関する認識をさらに深めるため、課内協議
や各種研修会、講演会にも積極的に参加を行った。
その他にも、個人情報の漏洩を防ぐために不必要な用
紙はシュレッダーにかけ、人権相談関係の書類や住宅
新築資金等貸付金の償還台帳等は、書庫にカギをかけ
て保管している。

日常の業務の中から、人権に
ついて気づきを深め、それを
行動にうつすことが今後も必
要である。

平成２８年度も継続実施。

生涯学習課 中央公民館並びに各地区公民館における住民の方々へ
の対応や窓口及び電話での対応の際には、相手の立場
を尊重した対応に心がけるとともに、個人情報の保護
等にも配慮するように努めている。また、研修の機会
を活用すべく、各公民館で実施している人権学習会の
企画立案に積極的に取り組み、広く人権問題に関する
認識を深められるように努めている。

主に各地区公民館単位におい
て人権問題を総合的・体系的
に学習するための機会を増や
していく必要がある。

できる限り機会をつくった
り、捉えながら、人権問題
全般において研修を行うも
のとする。

学校教育課 地域住民や保護者の方々に対応する際は、相手の立場
を尊重した対応を心がける。また、職場内で人権意識
の向上に努め、よりよい職場づくりにつとめる。

一人一人が、人権意識の向上
に努め、よりよい職場づくり
に努めた。

平成２８年度も継続予定。

男女共同参画
推進室

男女共同参画を推進する上では男女の人権の尊重が最
も重要であるため、相手の立場に立った応対や個人情
報の保護など人権の尊重については、常に心に留め職
務を遂行している。職員は、男女の性別にかかわりな
く、個人が持っている能力を十分発揮しながら業務に
取組んでおり、また、男女共同参画センターでは人権
に関する講座・講演会も開催しているため、学習を深
めることができた。

男女共同参画センターで開催
する講座・講演会について
は、職員だけではなく、市民
に対しても人権について学習
を深める良い機会となってい
る。

平成２８年度も継続実施。

自治振興課 すべての職員が平素から左記各事業について常に留意
しながら業務の遂行に努めた。

市民活動係、市民生活係共
に、市民と直接接触する機会
の多い部署として所管事務の
遂行に当たり、左記の取組各
項目を積極的に推進した。

平成２８年度も継続予定。

情報政策課 課員それぞれが、事業内容を理解し、実行できるよう
職員対象の研修に参加するなど取り組みをおこなっ
た。

特に問題はなかった。 今後とも、各課員がそれぞ
れ事業内容に掲げられた各
項目を念頭に取り組む。

　　２．人権の視点に立った行政の推進

各課での共通の取
組

・相手の立場に立った応対に心がける。
・性別にかかわりなく、個性や能力、意欲が十分発揮す
ることができる明るい職場づくりに取り組む。
・情報の提供や個人情報の保護など、常に市民の人権の
尊重を念頭に置き取り組む。
・職場内で人権についての学習を深める。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

企画広報課 広聴広報業務を実施する際には、情報の提供や個人情
報の保護など、常に市民の人権の尊重を念頭に置き取
り組んでいる。特に、市政「未来ポスト」をはじめと
する広聴業務の遂行に当たっては、庁内における個人
情報の取扱いについて指導徹底を行っている。
また、各種統計調査においては、氏名や連絡先をはじ
め、年収や保有している住宅・土地の状況など、統計
調査にご協力いただいた方々の個人情報の保護に十分
注意している。具体的には、実際に調査を行う調査員
に対して、統計調査の説明会等の機会をとらえて、個
人情報の重要性はもちろんのこと、調査で使用する名
簿や調査票等の取扱いや調査の際に知り得た情報につ
いても、その秘密の保護が図られるよう周知してい
る。一方、市民の方には、調査に協力していただくた
めにも、調査内容は統計資料以外の目的に使用しない
ことや調査で知り得た情報は他に漏らさないことを十
分説明した上で協力いただいているところである。

広報田辺等の広報業務や市政
「未来ポスト」等の広聴業務
を実施するに当たり、常に市
民の人権の尊重や個人情報の
保護を念頭に置いて取り組ん
でいる。
また、市ホームページにおけ
る個人情報の保護の取扱いや
防災行政無線の放送内容につ
いては、今後とも十分な注意
を払う必要がある。
統計調査における個人情報の
保護については、現在のとこ
ろ守られていると考えるが、
今後も情報の漏えいが発生し
ないよう細心の注意が必要で
ある。
また、プライバシー意識の高
まりを受けて、調査に協力を
得られにくい状況もあること
から、調査の実施に当たって
は個人情報の保護を十分説明
し、理解を得る必要がある。

平成２８年度も継続実施す
る。

南部・西部・
芳養センター

利用者・相談者の年齢層が幅広く言葉のコミュニケー
ションに十分注意して対応している。
利用者・相談者の連絡先や内容について個人情報を厳
守している。

左記の取組み項目について積
極的に推進した。

平成２８年度も継続実施。

総務課 朝礼等の機会を捉えて、相手の立場に立った応対など
人権尊重を意識した業務の遂行を徹底し、課内全員で
取り組んだ。

人権尊重の立場に立った業務
の遂行が図られた。

今後とも、人権尊重の立場
に立った業務の遂行に取り
組む。

・相手の立場に立った応対に心掛ける。
・性別にかかわりなく、個性や能力、意欲が十分発揮す
ることができる明るい職場づくりに取り組む。
・情報の提供や個人情報の保護など、常に市民の人権の
尊重を念頭に置き取り組む。
・職場内で人権についての学習を深める。

各課での共通の取
組
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

市民課 市役所の一番最初の窓口として、お客様のニーズを的
確につかみ、気持ちよく用件をすませられるような応
対を心がけた。

さまざまなお客様がいる中
で、トラブルがあった場合は
その内容を共有して今後の対
応にいかす。

今後も継続する。

商工振興課 商工振興課においては、企業誘致及びマーケティング
活動等、対外的な業務が主流となっているため、年間
を通して不特定多数の方々との交渉・協議が多くなっ
ている。そのため、各課での共通取組となる左記事項
については、十分に認識し、かつ、積極的に取り組ん
でいる。

事業の内容を意識しながら、
業務を実施することが出来
た。

鋭意継続して取り組む。

土木課 市民からの土木行政に対する様々な要望や苦情に対
し、相手側の身になった対応を心がけ、また公正な対
応に努めた。

全ての要望等に対応できない
面もあるが、相手側の理解も
得た中で一定の応対はできて
いる。

引き続き継続。

都市計画課 日々の業務において、性別にかかわりなく、個性や能
力、意欲が十分発揮することができる明るい職場を形
成されるよう心がけつつ、情報の提供や個人情報の保
護など、常に市民の人権の尊重を念頭に置き相手の立
場に立った応対に心がけている。

概ね日々達成出来ているので
評価できる。

今後も業務内容柄から情報
の提供や個人情報の保護な
ど、常に市民の人権の尊重
を念頭に置き相手の立場に
立った応対が必要である。

スポーツ振興
課

窓口、電話、現場での対応の際には、相手の立場に
立った対応に心がけるとともに、体育施設への人権に
関する落書きが発生しないよう各施設の見回りなどに
努めている。（平成２７年度中　人権に関わる落書き
件数０件）

特になし 引き続き実施

健康増進課 相手の立場に立った応対に心がける。
性別にかかわりなく、個性や能力、意欲が十分発揮す
ることができる明るい職場づくりに取り組む。
情報の提供や個人情報の保護など、常に市民の人権の
尊重を念頭に置き取り組む。
職場内で人権についての学習を深める。

窓口や事業実施時の対応につ
いては、常に職場内で相手の
立場に立ったものであるか職
員同士で確認しながら取り組
んでいる。
個人情報の提供については、
条例に沿った対応を実施して
いる。

窓口、事業実施時は、市民
の立場に立った対応を今後
も徹底していく。
個人情報の取り扱いについ
ては十分に留意し、提供資
料の返却を徹底し、保護に
努める。

各課での共通の取
組

・相手の立場に立った応対に心がける。
・性別にかかわりなく、個性や能力、意欲が十分発揮す
ることができる明るい職場づくりに取り組む。
・情報の提供や個人情報の保護など、常に市民の人権の
尊重を念頭に置き取り組む。
・職場内で人権についての学習を深める。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

子育て推進課 左記のすべてに取組を進めた。 手続きに来られる市民に対
し、相手の立場に立った応対
を心がけ、スムーズな手続き
に努めた。

平成２８年度も継続して、
業務の推進を図る。

やすらぎ対策
課障害福祉室

下記の研修会等への参加により、現在の障害者の置か
れた状況等の理解、障害者の生活支援・就労支援の方
法の修得、各障害別の特質等の理解につながり、窓口
等で相談を受ける際の参考となっている。
①自立支援協議会の全体会議での研修会や定例会議で
の事例検討への参加。
②自立支援協議会での先進地視察への参加
③社会福祉法人等が主催する各種研修、フォーラム等
への参加
④サマースクール　など

各団体等が開催する研修会等
へ参加することにより、スキ
ルアップにつながっている。

今後も、機会があれば、積
極的に参加を促していく。

消防総務課 男性職員、女性職員を分け隔てなく、同じ業務を遂行
した。

女性職員の活躍推進を組織的
に進め、住民の安全・安心の
ため、住民サービスの向上を
図る。

平成２８年度も継続

取組の確認 市民憲章の精神をまちづくりに生かしていくため、各課
でどのようなことに気をつけて、行政の推進に取り組ん
でいるかを確認する。

人権推進課 田辺市人権施策推進計画の進捗状況を把握すること
で、全庁的に各課がどのようなことに気をつけて、人
権施策の推進に取り組んでいるのかを確認した。

社会情勢の変化に伴い、人権
問題は複雑、多様化してお
り、新たな人権課題について
も、素早い対応ができるよう
に研修等を重ねていく必要が
ある。

平成２８年度も継続実施。

市民憲章の朗読 「人権を守り、たがいに助け合い、明るく平和なまちを
つくります。」とうたっている市民憲章の精神を尊重
し、実践する為、田辺市自治会連絡協議会総会、田辺町
内会連絡協議会総会等自治会活動の場において、参加者
全員による市民憲章の朗読を行う。

自治振興課 田辺町内会連絡協議会及び田辺市自治会連絡協議会総
会資料裏表紙に市民憲章を印刷し全会員に配布。
　・田辺町内会連絡協議会　　　８７組織
　・田辺市自治会連絡協議会　２１６組織
田辺町内会連絡協議会及び田辺市自治会連絡協議会総
会冒頭において市民憲章の唱和を行う。
　・田辺町内会連絡協議会　　６８名出席
　・田辺市自治会連絡協議会　３１名出席

市民憲章の朗読により、地域
自治組織における人権意識の
高揚と全市一体となった普及
促進活動を実施できた。
問題、課題等は特になし。

平成２８年度も継続実施。

各課での共通の取
組

・相手の立場に立った応対に心がける。
・性別にかかわりなく、個性や能力、意欲が十分発揮す
ることができる明るい職場づくりに取り組む。
・情報の提供や個人情報の保護など、常に市民の人権の
尊重を念頭に置き取り組む。
・職場内で人権についての学習を深める。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

職員向け人権及び
男女共同参画研修
の実施

４月１日 新採用職員研修（前期）のカリキュラム内に
おいて「人権啓発の推進について」及び「男女共同参画
社会づくりについて」と題して研修を実施する。新規採
用職員研修、一般職員一次研修、一般職員二次研修での
カリキュラムにおいて「人権研修」を実施する。

総務課 ◆市で実施：
４月１日 「新採用職員研修（前期）」［受講者数 ２７
人］のカリキュラムにおいて「人権啓発の推進について」
及び「男女共同参画社会づくりについて」と題した研修を
実施
１１月２０日（対象者：係長級）「人権研修」（同和研
修）［受講者数１０７人］
２月５日（対象者：係長）「男女共同参画研修」［受講者
数１００人］
◆和歌山県市町村職員研修協議会が実施：
４月２２－２４日 「新規採用職員研修」（対象者：新採
職員）［受講者数　１９人］
５月２７－２９日「一般職員基礎研修」（対象者：５年以
内の者）［受講者数９人］
６月１１－１２日「一般職員一次研修」（対象者：５年程
度の者）［受講者数　７人］
１２月３－４日 「一般職員二次研修」（対象者：８年
以上の者）［受講者数　４人］
◆その他
１１月２９－３０日「第38回全国人権保育研究集会・第32
回高知県人権保育研究集会」[受講者数２人]
１月２６日「第16回和歌山・人権啓発研究集会」[受講者
数２人]

人権に関する意識の向上が図
られる。

定期的、計画的に実施して
いく。

避難行動要支援者
の支援対策

自治会、自主防災組織、消防団及び警察等に対し、避難
行動要支援者名簿を提供することで、災害時に支援を必
要とする方々の所在等を把握していただき、万一の有事
の際はもとより、日頃から地域の支援対策に活用してい
ただくとともに、地域防災体制の充実を図る。

防災まちづく
り課

平成２５年の災害対策基本法改正により、避難行動要
支援者名簿として法的に位置づけられた。これに伴
い、名簿の提供を行う場合は、市による本人の同意の
取得が必要となったことから、この作業に時間を要し
ており、平成２７年度中に名簿の作成ができていな
い。

名簿については、災害時のみ
ならず平常時においても、避
難行動要支援者への支援の一
つの手段として活用していた
だけるよう、さらに啓発に努
める必要がある。また、多種
多様な災害に対応するために
は、避難行動要支援者本人の
意向を尊重しつつ、地域の実
情に応じた取組やコミュニ
ケーションづくりが課題と
なっている。

平成２８年度、避難行動要
支援者名簿の提供を行う。

人権に配慮した企
業誘致

企業誘致活動においては、地域との連携を重視し、人権
や環境を大切にする企業の誘致に努める。

商工振興課 人権に配慮した企業誘致を進めるとともに、誘致企業
や地元との調整においても、人権や環境に配慮しなが
ら業務を実施した。

事業の内容を意識しながら、
業務を実施することが出来
た。

平成２８年度も継続予定。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

交流推進事業 常に人権尊重を基本として、「交流推進事業」に取り組
む。特に「人を思いやる心」を常に念頭に置き、相手方
関連団体との連携を図る。

商工振興課 首都圏・都市部において地域産品への注目が高まりつ
つあることを受け、農林水産物の流通を促進し販路拡
大を図るとともに、地域間交流を積極的に行うことで
田辺市への関心を高め、市内特産品の販売促進や観光
客の増進に取組んだ。「人を思いやる心」については
常に念頭に置き、相手方関連団体との連携を図った。

交流事業を行う上で、最も根
幹となるのは相手方を理解し
尊重することから生まれる信
頼関係であるため、常に人権
を尊重し、相手方を思いやる
感性を重視し、取り組んでい
る。

平成２８年度も継続予定。

田辺市住民票の写
し等の不正取得に
係る本人告知制度

平成２４年１２月１７日から施行し、平成２４年度分か
ら適用。住民票の写し等が不正に取得された場合に、本
人にその旨を告知し、不正取得による本人の権利又は利
益の侵害を防止するとともに、不正取得の抑止をはか
る。

市民課 不正取得された本人に告知を行うことにより、権利利
益を守るとともに、不正取得の抑止をはかる。

不正取得が発覚して、その事
実が確定し告知するまでの期
間が長期間に渡るため、告知
が遅くなる。
事件についての写し等の利用
状況については調査権がな
く、新聞報道や県に頼るしか
ない。

今後も継続する。

田辺市事前登録に
よる本人通知制度

平成２５年１０月１日から開始。
住民票の写しや戸籍の附票の写し又は戸籍の謄抄本の発
行を第三者等に交付した場合に、事前登録した者に対
し、交付の事実を通知する制度。
不正請求及び不正取得による個人の権利の侵害の防止を
図る。
平成２８年４月からは、登録期間（３年間）を廃止し、
更新手続を不要とした。

市民課 不正請求の抑止や早期発見。
不正取得による個人の権利侵害の抑止、防止に役立
つ。

登録者数　７５人
通知件数　  ９件
（H２８．７末現在）

今後も継続する。

相談者や要保護者
等の人権尊重

生活保護の対象者は、高齢や障害・傷病等で就労が困難
であるなど、何らかの理由で生活に困窮されている方々
であり、担当職員一人ひとりが常に相談者や要保護者等
の人権を第一に考えるとともに、相手の立場に立って対
応するよう、係内会議等を通じて常に研修と研鑽に努め
る。

福祉課 随時開催しているケース検討会などの係内会議等の機
会を捉え、職員相互に研修を実施しているほか、福祉
に携わる者として社会福祉主事の資格を取るなど、そ
の資質の向上に努めた。また、職場内外における人権
に関する研修、講演会に参加するように努めた。

生活保護に市民の関心が高ま
る中、担当職員には常に、相
手の人権を尊重した対応が求
められている。

近年増加傾向にある複合的
な課題への対応に際して
は、関係部署と連携しなが
らより一層対象者の人権に
配慮した取り組みを進めて
いきたい。
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　　３．人権教育・啓発の推進

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

企業の評価を、経済的な面だけでなく、人権尊重や環境
保護などの視点から評価する動きも一般的になってき
た。このような状況下で、企業からの講師派遣の要望に
基づき、指導員を講師として派遣する。

平成２７年度は６企業・団体から要望があり、２３８
名を対象に人権研修を行った。テーマは「同和問題解
決への道」、「宮沢賢治と谷川俊太郎の琴線に触れ
る」「熊野文化を考える」など内容は多彩。

前年度と比較して、研修回数
は６回と同じであるが、人員
では２４名の増加があった。

企業における人権教育・啓
発の取組を促進するため、
田辺市企業人権推進協議会
と連携して、学習相談への
対応や情報・教材の提供、
講師派遣などの支援を行っ
ていく。

各種団体での人権学習・啓発については、派遣要望に応
じて人権推進課指導員を派遣する。また、市の人権行政
について講座を希望する場合は、課長等が講師を務め
る。

市の学びあい講座では、「田辺市人権施策基本方針」
を主に説明する予定であったが、企業１社から、基本
的な人権の研修に対する要望があり、指導員を派遣し
研修会を実施した。

人権推進課に対する学びあい
講座での要望は少ない。

平成２８年度も継続予定。

警察職員との連携 警察から要望に応じて人権推進課指導員の派遣等を実施
する。

人権推進課 警察への派遣実績はなし。 県の組織でもあり、現実的に
は警察との連携は難しいと思
われる。

要望があれば対応をしてい
く。

各公民館において、「人を大切にする教育」に基づき人
権教育をより積極的に展開するよう、公民館長、生涯学
習（人権）推進員、公民館主事に対して指導を行う。

生涯学習課 公民館長・主事会議を年１回、分館長会議を１回、主
事会を１２回、生涯学習（人権）推進員の会議を年に
１回実施し、その中で、「人を大切にする教育」基本
方針と、基本計画の内容を確認し、それに基づいた教
育啓発活動を展開するよう、共通認識と意思統一を
行った。

「人を大切にする教育」基本
方針と基本計画を、確認する
ことにより、統一した考え方
に基づいた事業展開を図るこ
とができた。

今後とも、あらゆる機会を
とらえて、「人を大切にす
る教育」基本方針と、基本
計画については、確認の取
組を行っていくものとす
る。

人権教育担当者会・管理職研修会及び定例学校訪問等を
利用し、各学校・園に対して「人を大切にする教育」の
全体計画に基づき、人権教育をより積極的に展開するよ
う指導する。
また、各学校・園では教育計画に基づき、道徳をはじめ
とした全教育活動を通して人権教育を実践し、児童生徒
の人権意識の向上に努める。

学校教育課 ・年度当初の校長・教頭・園長会において、学校教育
指導の方針の説明の中で、人を大切にする教育の推進
について指導した。
・平成２７年５月から同年１１月にかけ、定例学校訪
問を実施し、その中で人権教育を積極的に展開するよ
う指導した。
・平成２８年２月１８日に人を大切にする教育主任・
学習支援推進教員研修会を実施し、人権教育に関する
指導方法や性同一性障害について研修を行った。

研修会等を通じて、各学校に
指導することができた。ま
た、各学校では教育計画に基
づき人権教育を推進してお
り、児童生徒の人権意識の向
上を図ることができた。近
年、いじめ・インターネット
による人権侵害、生活困窮
者、外国人、性同一性障害な
ど様々な人権課題が上がって
いるため、田辺市の実態に応
じた研修を今後も行っていく
必要がある。

平成２８年度も継続予定。

企業・各種団体等
での人権啓発

人を大切にする教
育の推進

人権推進課
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

交 通 安 全 対 策 事
業、田辺市暴力追
放協議会事業、田
辺地区防犯協議会
事業

市民の基本的人権の根底となる生命を守り、安全・安心
な生活を保持するため、警察署との緊密な連携を図りな
がら、交通安全対策事業（街頭啓発・指導等）及び暴力
追放活動（決起集会・パレード等）並びに防犯活動（紀
伊田辺駅前におけるマナーアップキャンペーン等）を行
う。

自治振興課 ■交通安全対策事業
①行政機関や民間の各種関係機関等で組織する「交通
事故をなくする田辺市民運動推進協議会」で、春（５
月１１日～２０日）・秋（９月２１日～３０日）の全
国交通安全運動期間及び夏（７月１１日～２０日）・
冬（１２月１日～１０日）の交通事故防止県民運動時
に広報・啓発活動を実施。
・５月１１日、市役所前にて交通安全運動決起集会・
街頭啓発を実施。行政局管内では龍神行政局前、中辺
路町元ＪＲバス栗栖川駅前、大塔体育館前、本宮大社
前にて街頭啓発（啓発物品配布）
また、田辺市民総合センターにて交通安全教室を開催
した。
・７月１０日旧市内のスーパー、７月１１日護摩山ス
カイタワー、７月１３日中辺路町元ＪＲバス栗栖川駅
前、大塔体育館前、本宮大社前にて街頭啓発を実施
（啓発物品配布）
・９月１８日龍神行政局にて交通安全運動決起集会・
街頭啓発を実施。このほか旧市内のスーパー、中辺路
町元ＪＲバス栗栖川駅前、大塔体育館前、本宮大社前
でも街頭啓発（啓発物品配布）を実施した。
・１１月２１日翔龍祭会場、１２月１日旧市内のスー
パー、中辺路町内学校周辺、大塔体育館前、本宮大社
前にて街頭啓発。

■交通安全対策事業
高齢者が関わる交通事故の割
合が高いことから、事故防止
のための事業を実施する必要
がある。

■交通安全対策事業
①既存事業 平成２８年度
も継続予定。
②新規事業 平成２８年度
から３年間田辺警察署と共
同開催している高齢者対象
の「交通安全学校事業」を
市内で実施予定。（平成２
８年度は旧市内２５人程度
を予定）

■田辺市暴力追放協議会事業
・８月１７日、田辺市暴力追放協議会総会を開催（約
１００人が出席）。議事終了後、田辺警察署生活安全
刑事課藤井課長代理による講演「田辺警察署管内の犯
罪情勢と暴力団情勢について」を実施した。
・１０月２７日約５００人が参加し、田辺市暴力追放
決起集会を実施した。決起集会では、暴力追放功労表
彰として瀬田幸次郎氏を表彰した。また、援川　聡氏
による講演｢元刑事のプロが明かすまさかのトラブル・
悪質クレーム対応策」を実施した。その後扇ケ浜カッ
パークからＪＲ紀伊田辺駅まで街頭啓発パレードを実
施した。

■田辺市暴力追放協議会事業
すべての暴力をなくすための
本事業を引き続き実施する必
要がある。

■田辺市暴力追放協議会事
業
平成２８年度も継続予定。

■田辺地区防犯協議会事業
・田辺警察署（生活安全刑事課生活安全係）を中心に
防犯教室の開催や振込め詐欺防止対策等の犯罪防止啓
発を実施した。

■田辺地区防犯協議会事業
振り込め詐欺等の犯罪者集団
や、悪質商法業者から、高齢
者が狙われることが多いこと
から、被害防止のための事業
を実施する必要がある。

■田辺地区防犯協議会事業
平成２８年度も継続予定。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺市企業人権推
進協議会

本協議会は、雇用者の人権を尊重し、企業内における人
権教育及び啓発の取組を推進するため、関係機関等との
連携を密にし、企業活動における人権課題の解決に資す
ることを目的として、「会員相互の連絡連携」、「企業
内人権教育及び啓発の推進」、「雇用の安定を図るため
の調査、研修及び指導」などを行う。

商工振興課 平成２７年度の事業計画に基づき、研修会を実施した。
【平成２７年度事業計画】
１．明るく働きがいのある職場づくりを目指して、各事業
所が自主的、主体的に研修機会をもてるよう啓発活動を推
進します。
２．企業内人権啓発を推進すべく、市人権推進課との連携
の下、講師の依頼、啓発ビデオの提供等企業内研修会の開
催を支援し、また、各種研修会の案内と参加の呼びかけに
努めます。
３．人権啓発に係る国や県等関係機関との連携を図り、人
権啓発のための推進体制の充実に努めます。

☆総会時には人権施策推進に関係するパンフレットや各種
資料などを配付した。
☆総会時（平成２７年９月２５日）の研修会
［研修会］
（１）講演
　　演題「同和問題解決への道」
　　講師　朝井　正喜氏（元田辺市人権推進課指導員）

現在、会員が５１企業あり、
７参与会員とともに、昭和５
８年度から平成２７年度まで
に、延べ５０８企業、３６，
８６４人の参加により企業内
研修が行われてきた。最近の
実績としては、年間１０社程
度となっているが、さらに企
業内研修の実施企業を増やす
取組が必要である。

今後とも会員企業の募集に
努めるととともに、企業内
研修の実施企業を増やすべ
く、県の人権担当部署とも
連携しながら、企業の代表
者や研修推進員等を対象と
した研修会等を通じ、より
一層推進していく予定であ
る。

公民館 地域別人
権学習会

市内の各公民館がそれぞれの地域において、人権の重要
課題に対する基本的な認識を十分踏まえながら、市民一
人ひとりが人権課題を発見し、身の回りにある具体的な
人権課題の解決に結びつくような人権学習会を開催す
る。
開催にあたっては、公民館長と公民館主事が、生涯学習
(人権)推進員と協議し、公民館区ごとに各種団体・機関
等の協力を得ながら人権学習実行委員会を組織して、学
習会の企画・運営等について協議する。

生涯学習課 本年度は、２７会場での開催で、延べ１，５８３名の
市民の参加があった。テーマについては昨年同様、
「防災と人権」ということを一つの柱に設定しつつ、
各地域に独自の課題等があれば、検討、協議したうえ
で、別のテーマ設定でも可能とした。「防災と人権」
では、避難所運営における人権問題に取り組んだ公民
館も多く、ダンボール製間仕切りの組立を行ったり簡
易トイレを作るなど、いざという時のために実際に体
験を行った。地域の各種団体が参画した実行委員会組
織を立ち上げ、会議を重ね、議論を深めたうえで人権
学習会を開催するというスタイルが定着してきてい
る。

避難所運営において女性の参
画や災害弱者の視点が大切で
あるということの理解が深
まってきている。引き続き館
長、主事と生涯学習（人権）
推進員、人権擁護連盟理事が
連携を図り、地域住民の参画
を得た実行委員会組織を作
り、地域の人権課題について
十分協議した上で、企画・立
案・実行という段階を踏んで
取り組んでいく。また館長、
主事、生涯学習（人権）推進
員の研修、相談業務や教材の
提供、講師の派遣など、地域
の取組を支えるため取り組ん
でいく必要がある。

平成２８年度も基本的に
「防災と人権」を大きな
テーマとして考えている
が、このことに囚われるこ
となく、各地域の課題、諸
問題等を踏まえたなか、
テーマを設定し、実行委員
会の組織を中心に地域別人
権学習会を開催していくも
のとする。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺市民生児童委
員協議会研修会

民生委員・児童委員は、その活動にあたって、個人の人
格を尊重することはもとより、基本的人権に関する正し
い理解と認識に基づき活動を進めていくことが基本とな
る。本協議会では、こうした人権意識の高揚を図るた
め、年に１回は人権学習会の開催または他機関が開催す
る人権講演会等への参加に努める。

福祉課 田辺市民生児童委員協議会では、事業計画の一つであ
る「民生委員・児童委員の研修の推進」の中に人権学
習の推進を位置づけており、本年度は主催する研修会
及び県民児協主催の研修会において、次のとおり人権
学習に取組んだ。

H27.8.7 市民児協全員研修会（参加委員１８９
名）
　　避難行動要支援者名簿ついて学習
　H27.7.2 　県民協単位民児協会長副会長研修会
　（参加委員36名）ＤＶＤ研修「秋桜の咲く日」

H27.9.18 県民協児童委員研修会（参加委員３８
名）
　　ＤＶＤ研修「こころに咲く花」

H27.11.12 県民協主任児童委員研修会（参加委員１
５名）

ＤＶＤ研修「imagination 想う つながる一歩踏
み出す」

H28.1.28 県民協ブロック別研修会（参加委員１３
８名）
　　ＤＶＤ研修「小さな叫び」
　H28.3.3　 県民協新任民生委員児童委員研修会

（参加委員４名）差別用語、不愉快用語について学
習

本会主催の研修、県民児協の
研修を通じ、民生委員活動の
基本となる個人の人格の尊重
や人権意識についての修養を
図ることができた。
児童虐待防止のためのオレン
ジリボンの着用と「あかちゃ
ん訪問」事業についても継続
して取り組んだ。

継続して人権学習、児童虐
待防止活動に取り組む。

人権お話し会 小中学生各校代表者により、人権作文の発表会と講演会
を開催。

本宮行政局総
務課

平成２７年１２月９日（月）　本宮行政局３階大会議
室で開催。参加者約１００名。
・第１部　小・中学生人権お話会（各小中学校代表１
２名による人権作文発表）
・第２部　人権講演「もう１つの戦争体験」
講師　坂本勲生氏
・前回に引き続き、過去の人権作文集の展示。
・発表された作文は、作文集として製本し、本宮管内
で各戸配布を行った。

一般参加者の参加増が課題で
ある。

平成２８年度も人権週間に
開催予定。

新成人感謝のメッ
セージ募集事業

本宮行政局管内で実施している、新成人を祝う会のとき
に、親・恩師・友人に感謝のメッセージを書いていただ
き、メッセージボードを作成し行政局ロビーに展示。欠
席者については、出欠はがきに記入してもらい、代筆を
する。

本宮行政局総
務課

新成人を機に今までお世話になった方々に感謝の気持
ちを伝えるとともに、今後の人生においても、感謝の
気持ちを忘れず心優しい人として成長していくことを
期待する。

メッセージを機に人権の大切
さを考えていただけるように
していくこと。

今後も、次代を担う子ども
達が、人権を身近で大切な
問題として考える機会を作
るため継続して実施する。
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　　4．相談支援体制の推進

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

人権相談 市民の人権に関わる相談に応じ、適切な指導助言を行
う。

人権推進課 相談件数は11件、延べ13件あり。主なものとしては地
域におけるトラブルや、障害のある方に対する差別的
発言、建物等への落書き等である。必要に応じて、関
係機関との連携や適切な助言に努めた。

女性の悩みや相談には女性職
員が応じることにより、利用
者が、安心かつ容易に利用で
きる相談体制づくりに努め
た。

相談窓口が最も身近な人権
救済窓口としてその機能が
発揮できるよう、誰もが安
心して相談できる体制づく
りや相談業務の適切な実施
に努める。また、複雑・多
様化する人権問題に対し
て、国・県・各専門機関と
の連携や協力を図りながら
適切な指導や助言を行って
いく。

登記・相続・人権
相談

法務大臣の委嘱による田辺部会所属の人権擁護委員が相
談員となって実施する。（旧田辺では年４回、龍神年６
回、中辺路・大塔・本宮では各年２回実施）

人権推進課 旧田辺では年４回、龍神年６回、中辺路・大塔・本宮
では各々年２回実施した。

特設相談では、登記に関する
相談はよくあるが、人権相談
は比較的少ない。

市のホームページや広報た
なべのほか、ポスターの掲
示等を引き続き行い市民の
方に広く周知をしていく。

不登校児相談 不登校問題に関する相談窓口を適応指導教室に設け、随
時、電話相談や面接相談を行う。また、不登校児童生徒
に対しては、各学校との連携のもと適応指導教室への通
級指導や家庭訪問等を行い対応する。

学校教育課 平成２７年度適応指導教室通室生（１９名登録）。通
室生の状態について在籍校と連携を密にしながら、学
校支援や体験活動を行った。

様々な問題を抱える児童生徒
が増加し、不登校の要因も多
様化しており適応指導教室の
役割がさらに重要になってき
ている。

平成２８年度も継続実施。

女性電話相談 女性が抱える様々な悩みに、女性相談員が電話で相談に
応じる「女性電話相談」を実施する。（月曜日から金曜
日（祝日を除く）　午前９時～正午まで）

男女共同参画
推進室

平成２７年度は１３１件の相談があった。相談者から
は、こころ・からだの悩み、配偶者・パートナーとの
悩み、人間関係の悩みなどが寄せられ、問題の解決に
向けて自己決定ができるよう支援を行った。

悩みを誰にも打ち明けること
ができずに一人で抱え込み苦
しんでいる相談者に対して、
その傷ついた心を癒すことが
できた。また、まず一歩を踏
み出すことができるよう相談
者の気持ちに寄り添いながら
問題の整理をし自己選択でき
るように支援しているので、
「一人ひとりが大切にされ、
幸せを実感できるまちづく
り」への貢献度は高いと思わ
れる。

平成２８年度も継続実施。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

市民法律相談 市民が抱える法的措置の可能な相談について、法律専門
家である弁護士が具体的なアドバイスや解決策を与える
無料法律相談を毎月、月曜（原則）に開催する。

自治振興課 平成２７年度は４４回（本庁３６回、４行政局各２
回）の開催で延べ２４０名の市民から相談を受けた。

市民が専門家から法的解決策
を教わることができる便利な
制度である。また、問題を抱
える市民の多くは、経済的に
も決して余裕があると言え
ず、経済的に余裕がない法的
弱者救済の観点からも、安心
して暮らせるまちづくりへの
貢献は高いと思われる。

平成２８年度も継続実施。

消費生活・市民相
談

多重債務や悪質商法、その他法的措置の必要な市民生活
に関わる相談ごとについて、市民が身近に立ち寄ること
のできる消費生活・市民相談を実施し、市民が抱えるそ
れぞれの課題を解決できるように助言・指導等を行う。

自治振興課 平成２７年度は、延べ２６４件の相談がありました。
その内、消費関係の相談は１３５件（５１.１％）、多
重務関係の相談は５件（１.９％）、合計１４０件（５
３.０％）です。

問題解決のための助言や情報
提供、啓発活動を行うことに
より、市民の意識高揚やトラ
ブル防止が図られ、安全で安
心なまちづくりに寄与するこ
とができた。
しかしながら、生活形態が多
種多様化する中で、相談内容
には複数の要因が複雑に絡み
合っているものも少なくな
く、これらの要因を解きほぐ
して整理し、相談者自身が解
決のための手段を主体的に選
択できるよう、迅速かつ、き
め細やかな対応を行っていか
なければならない。そういっ
たことから相談窓口機能の更
なる充実を図るため、関係機
関との協力・連携を進めると
ともに、担当職員の資質向上
に努める必要がある。

平成２８年度も継続実施。
また、担当職員の資質向上
を図るため、独自の研修会
を開催するとともに、その
他研修会への積極的な参加
に努める。

隣保館相談事業 地域住民に対し、生活上の相談・人権に関わる相談に応
じ適切な助言指導を行う。

南部･西部･芳
養センター

毎月一回、和歌山県就職促進相談員による職業相談や
市の保健師による健康相談を実施した。地域住民から
日常生活においての相談（市営住宅への入居や環境整
備に関すること、介護予防、福祉に関することなど）
があった。

市営住宅、介護予防、福祉の
相談では関係担当部署との連
携を深め迅速に対応出来るよ
う取り組む。

平成２８年度も継続実施。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

一般健康相談 一般健康相談は、西部センター（デイサービスセン
ター）、南部センター、芳養児童センター、地域の集会
所等で定期的に実施する。
健康増進課、行政局住民福祉課では、電話及び窓口相談
を平日に随時実施する。

健康増進課 ・巡回型健康相談１２１回　延参加者数　　８３８人
・窓口相談、電話相談（随時）　　　　　　２９８人
・各種イベント、教室等　２０回　　　　　４７３人
内容：糖尿病、高血圧症、脂質異常症などの生活習慣
病予防に関する相談や歯周疾患予防、骨粗鬆症予防、
禁煙相談や健康に関する相談等を実施した。

窓口相談・電話相談には、保
健師・管理栄養士とも随時相
談対応している。
巡回相談は定例的に実施して
いるが、参加者が固定してい
る。

平成２８年度も継続実施。
健康相談の日程案内を市広
報紙等で啓発し、関係機関
との連携を図り参加者数の
拡充を図るとともに内容の
充実に努める。

ひきこもり相談 ひきこもり状態にある青年期の若者及び家族への訪問、
電話、メールでの相談を実施し、本人や家族を支え社会
参加を促します。

健康増進課 基本的には家族相談は月１回、本人への定期相談は２
週間に１回、訪問は月１回～２回、関係機関や他課と
連携しながら実施した。
電話相談　　　１６１件
来所面談　　　２０３件
メール相談　　　３８件
訪問　　　　　　１８件
合計　　　　　４２０件（相談実件数　５９件）

専任の職員を配置し、随時相
談に対応できるような体制を
整えている。関係機関と定期
的に検討会を開催し連携を
図っている。相談に繋がって
いるのは対象者の一部である
と思われる。

対象者の内、ある程度把握
できる教育関係機関との連
携をさらに密にし、早期支
援につながる体制作りを強
化する。求められる新しい
資源の構築にネットワーク
で取り組んでいく。

子育て相談 子育てについて相談を窓口及び電話で実施する。
初めて親になった方を対象のすくすく教室で心配ごと相
談を実施する。
乳幼児健診・相談時に個別に育児相談を実施する。

健康増進課 すくすく教室で育児に関する心配ごと相談を実施し
た。
子育て相談窓口として、電話や来所での相談を実施し
た。
乳幼児健診・相談時に個別に育児相談を実施した。

すくすく教室では、実施後の
アンケートによる評判もよ
く、日頃悩んでいることを共
有し解消したり、仲間づくり
の場にもなっている。
子育て相談では、赤ちゃんと
のかかわりなど身近な相談を
気軽に受けてもらえるよう努
めている。

すくすく教室では第１子を
対象に案内を送付している
が、ハイリスク親子の教室
参加等を促す機会の検討や
個別での対応が必要であ
る。
電話相談では、限られた情
報で適切な助言ができたか
評価できないため、必要に
応じ訪問事業で対応してい
く。

家庭児童相談 児童とその家庭からの子どもの養育、心身の発育、非
行、不登校、家庭環境等,あらゆる悩みの相談、児童虐
待の相談や通報の受け付け、学校、児童相談所等、関係
機関との連絡調整及び指導を所内及び家庭訪問により行
う。

子育て推進課 土日、祝日を除き、午前８時３０分から午後５時まで
市民総合センター内家庭児童相談室において電話又は
来所面接により、４名の家庭相談員が対応。ケースに
よっては相談員が該当世帯宅を訪問し面接を行った。
年間延べ相談件数１２３１件。

養育者の育児不安の解消等、
心理的な負担を軽減出来た。
また、児童虐待の相談、通告
に対し、関係機関と連携し対
応することが出来た。

関係機関との連携をとりな
がら、平成２８年度も引き
続き、相談業務の充実に努
める。

障害者相談支援事
業

障害児者、その家族および関係者からの相談の窓口とし
て、平成２０年４月から、「田辺市障害児・者相談支援
センター ゆめふる」を設置し、障害の種別（身体障
害、知的障害、精神障害、発達障害）に関係なく相談を
受けることができる体制へと整備を行った。
４法人（田辺市社協、ふたば福祉会、やおき福祉会、県
福祉事業団）から担当者（相談支援専門員）が常駐し、
市民から気軽に利用してもらえる窓口となるよう、障害
福祉室及び各法人が連携を取り、運営に努めている。

やすらぎ対策
課障害福祉室

引き続き、４法人から４人の相談支援担当者が常駐
し、西牟婁福祉圏域で実施している、「基幹相談支援
センター等機能強化事業」「障害者のための安心生活
支援事業」の担当者２人が配置され、障害の種別に関
係なく相談を受けている。
平成２５年４月からは「ゆめふる」及び「ゆめふる」
が事務局となっている「西牟婁圏域自立支援協議会」
の事務処理の担当者を１人配置し、相談支援担当者が
相談に専念できる体制整備を行っている。
また、行政局管内の在住者にも、気軽に相談ができる
ように、月１回各行政局で相談日を設けている。

相談実績
Ｈ２５：６５５５件
Ｈ２６：７０２０件
Ｈ２７：８０２３件
相談件数が増加し、職員の負
担が増加している。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

自殺対策について 平成２７年度は、街頭啓発の実施及び関係団体などの支
援を実施。

やすらぎ対策
課障害福祉室

・９月自殺予防週間・3月自殺対策強化月間に合わせた
啓発活動
①市の広報紙及びホームページやツイッターへの掲載
による周知
②市内３ヶ所スーパー等街頭での啓発物品の配布及び
県やＮＰＯ団体主催による啓発事業のチラシ配布
③市庁舎及び市民総合センター玄関でののぼりの掲揚

平成２７年度より自殺対策強
化推進事業の予算組が変わ
り、啓発活動に係る予算が半
額になるなどしたことから市
としては国に予算要求しな
かった。前年度より確保して
いた啓発物品を利用するなど
して事業実施した。

平成２８年度は、枠配予算
で講演会の実施予定。

こころの健康相談 家庭・職場などで人権を侵害されたなどによる人間関係
やストレスによる様々な悩みや不安、精神疾患など「こ
ころの病気」に関する相談を保健師（保健所と協力）に
より実施する。

龍神行政局住
民福祉課

７０回（延べ人員７８人 実人員２３人・・・いずれ
も家庭訪問数を含む）のこころの健康相談を実施し
た。
精神的に不安定な人への支援が多かった。

随時、相談を実施しており、
こころの安定につながり、社
会復帰できたケースもある。

平成２８年度も継続実施。
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　　5．同和問題

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

「同和問題」啓発 「同和問題」を含めた研修会・講演会等の実施に向けた
検討を行う。「同和運動推進月間」等、啓発の機会をと
らえて他の人権課題とともに「同和問題」についての啓
発（資料提供）を行う。

人権推進課 １１月１日～３０日の同和運動推進月間には、同和問
題に係る啓発物品の配布と共に街頭啓発を行った。ま
た、平成２７年９月２５日に田辺市企業人権推進協議
会の総会時においては、「同和問題解決への道」と題
した研修を実施し２７名の参加があった。同年１１月
２０日に、田辺市の係長級職員８２名を対象に「同和
問題解決への道」と題した研修を実施した。

同和問題については、半世紀
以上にわたる、人権教育・啓
発活動により市民の同和問題
に対する理解は浸透しつつあ
るものの、県内においても依
然として、行政機関に対する
同和地区の問合せや、差別落
書き、インターネット上にお
ける差別的な書き込み等が発
生している。こうした中、田
辺市においても自らの問題と
捉え、今後もさらに啓発活動
を継続していくことが必要と
なる。

平成２８年度及び平成２９
年度の２年間については継
続して、市職員の内、係長
級以下の職員を対象に、同
和問題について正しい理解
と認識を深めるための研修
を実施していく。

「住宅新築資金等
貸付金」にかかる
償還業務

同和対策事業の一つである「住宅新築資金等貸付金」に
ついての経緯や目的を正しく理解して、個人情報等の取
扱いに細心の注意を払いながら取り組む。

人権推進課 同和対策事業の一環として、居住環境の整備改善を図
るために個人に貸付した資金の回収業務であり、貸付
金は２５年の償還となっている。滞納者については訪
問や償還指導を行い、貸付金の回収を行なった。長期
に亘り貸付金が回収できない場合は、法的手続や債権
放棄など債権の整理を検討していく。

２５年という償還期間は長
く、その間、借受人の中に
は、収入減、死亡・病気など
により貸付金に滞納が発生し
ている。

生活が困窮している滞納者
については、分納も考慮
し、今後も粘り強く償還指
導を行っていく。

各学校での教育活
動 、 管 理 職 研 修
会、人権教育担当
者会

・児童生徒
田辺市教育委員会が策定している「人を大切にする教
育」の基本方針を基に、人権教育の充実を図るよう各学
校・園に指導する。特に同和問題に関しては、社会科を
中心に教育活動全体を通じて、正しい知識と認識を深め
るよう指導を行う。
・教職員
人権教育担当者会や管理職研修会などを通して、「人を
大切にする教育」の基本方針についての研修を深め、同
和問題を含めた人権教育の充実を図るよう指導する。

学校教育課 児童生徒
・各学校において、「人を大切にする教育」の全体計
画を作成し、実情に応じて人権教育を推進した。
教職員
・平成２７年５月から同年１１月にかけ、市内全幼稚
園（４園）及び小中学校（４１校）を定例訪問し、人
権教育を積極的に展開するよう指導した。
・平成２８年２月１８日に、人を大切にする教育主
任・学習支援推進教員研修会を実施し、人権教育に関
する指導方法等について研修を行った。

教職員の人権意識の向上を図
ることにより、より充実した
「人を大切にする教育」を推
進することができた。

平成２８年度も継続的指
導。

地域交流事業 地域住民を対象とした各種クラブ活動、レクリエーショ
ン、教養・文化活動等地域住民の交流を図るために、生
花教室、茶道教室、健康体操教室、パソコン教室などを
実施する。

南部･西部･芳
養センター

南部センター ：生花サークル・手話教室・健康体操
教室・歌の集い教室・社交ダンス・グランドゴルフ教
室・ゲートボール大会・人権学習会・防災学習会・津
波避難訓練・救命講習会・夏の子どもを守る運動懇話
会・補導巡回事業・町内美化運動などを実施した。
西部センター ：生花教室・編物教室・パソコン教
室・グランドゴルフ教室・ソフトボール大会・マイナ
ンバー制度学習会・防災教育学習会・人権学習会・防
犯講演会・「西部地域ふれあい祭り」・西部地域学社
融合推進事業などを実施した。
芳養センター ：生花教室・着付教室・健康体操教
室・自主防災事業などを実施した。

地域住民参加の教室を開催す
ることにより周辺住民との交
流の輪が広がってきている。
受講者数は横ばいである。

事業継続及び広報活動の充
実に努め、受講者数の増加
をはかる。
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　　６．女性の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

各種講座・講演会
等の啓発活動

男女共同参画に関する各種講座・講演会を開催し、固定
的な性別役割分担意識の見直しを図る。

男女共同参画
推進室

○講座・講演会等を開催した。
男女共同参画連絡会企画講演会（３回開催、参加者７
３名）、男女共同参画推進員企画料理教室（２回開
催、参加者６３名）、再就職支援講座（参加者２４
名）、男女共同参画防災講座（参加者９１名）、男女
共同参画講演会（参加者７５名）、女性史講座（参加
者２６名）、ワーク・ライフ・バランス講座（参加者
５０名）、男女共同参画に関する県との共催講座（１
回開催、参加者４０名）

男女共同参画に関する各種講
座・講演会を開催することに
より、固定的な性別役割分担
意識の見直しや、様々な分野
の活動に男女が共に参画する
ことができる男女共同参画意
識の向上が図られた。

平成２８年度も継続実施。

審議会等委員への
女性の参画促進

市役所各課における審議会等委員会への女性比率目標を
３０％とするとともに、女性委員のいない審議会等の解
消に努める。（女性の登用率は、２６．３％（平成２０
年４月現在））

男女共同参画
推進室

平成２７年度の田辺市における審議会等委員会の女性
比率は、２９．９％となった。

昨年度と比較して同じポイン
トとなった。
委員構成が充て職となってい
る場合はその職に就いている
女性が少ない審議会等委員会
の審議内容に関する知識・経
験を有する女性の専門家が少
ない、各種団体から推薦され
る委員はその団体の会長等役
職者がほとんどであるため女
性の参画が進まない、などの
問題点がある。

平成２８年度も公募制度の
導入や、各種団体の役職に
かかわらず女性の適任者を
推薦していただくなど、女
性の視点が市の施策等に反
映されるよう、引き続き女
性比率目標達成に向け取組
を推進する。

ＤＶやセクシュア
ル・ハラスメント
を防止するための
啓発活動

ＤＶやセクシュアル・ハラスメントを防止するための啓
発活動を行う。

男女共同参画
推進室

○ＤＶを防止するため啓発活動を実施した。
・男女共同参画啓発誌「ゆう」にＤＶに関する記事を
掲載した。（年４回発行）
・「女性に対する暴力をなくす運動期間」に当たり、

スーパーマーケットで街頭啓発をするとともに、
「広報田辺」１１月号にＤＶに関する記事を掲載し
た。
・ＤＶ被害に対する相談機関に関するリーフレットを
　案内カウンターに配置し提供した。

○セクシュアル・ハラスメントを防止するため啓発活
動を実施した。
・“悩んでいませんか？職場でのセクシュアル・ハラ
スメント”等セクシュアル・ハラスメントに関する冊
子を案内カウンターに配置し提供した。

○ＤＶ防止啓発講座を開催した。（参加者２１名）

「女性に対する暴力をなくす
運動期間」にあたり、「広報
田辺」においても記事掲載を
することにより人権侵害であ
るＤＶについての認識を広め
ることができた。

平成２８年度も継続実施。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

女性電話相談
（再掲）

女性が抱える様々な悩みに、女性相談員が電話で相談に
応じる「女性電話相談」を実施する。（月曜日から金曜
日（祝日を除く）　午前９時～正午まで）

男女共同参画
推進室

平成２７年度は１３１件の相談があった。相談者から
は、こころ・からだの悩み、配偶者・パートナーとの
悩み、人間関係の悩みなどが寄せられ、問題の解決に
向けて自己決定ができるよう支援を行った。

悩みを誰にも打ち明けること
ができずに一人で抱え込み苦
しんでいる相談者に対して、
その傷ついた心を癒すことが
できた。また、まず一歩を踏
み出すことができるよう相談
者の気持ちに寄り添いながら
問題の整理をし自己選択でき
るように支援しているので、
「一人ひとりが大切にされ、
幸せを実感できるまちづく
り」への貢献度は高いと思わ
れる。

平成２８年度も継続実施。

「第２次田辺市男
女 共 同 参 画 プ ラ
ン」の推進

田辺市における男女共同参画に関する施策を総合的・計
画的に推進していくために、「第２次田辺市男女共同参
画プラン」に基づいて、各施策の取組を推進する。

男女共同参画
推進室

各課においては男女共同参画社会の実現に向け、具体
的施策として掲げた個々の施策の推進に取り組んだ。
また、平成２７年度の進捗状況を点検・評価すること
により進行管理を行った。

概ね男女共同参画プランに
沿った取組ができている。

平成２８年度も継続実施。
男女共同参画に関する施策
の重要事項を審議する男女
共同参画懇話会からいただ
いた意見を施策に反映させ
る。

住民基本台帳事務
における支援措置

ＤＶ、ストーカー行為等及び児童虐待及びこれらに準ず
る行為の被害者に係る閲覧請求及び住民票の交付請求並
びに戸籍の附票の交付請求に関して、被害者の住所を探
索することを防止し保護する。

市民課 ＤＶ、ストーカー行為等及び児童虐待及びこれらに準
ずる行為の被害者に係る閲覧請求及び、住民票・戸籍
附票の交付請求に関して、加害者が被害者の住所を探
索することを防止し、保護する。

対象者が増加の傾向にある。 保護対象者の住民票等の交
付については、今後もより
注意深く対応していく。

田辺消防署へ女性
消防吏員用仮眠室
等の設置

田辺消防署庁舎を改築し、女性消防吏員用仮眠室、浴
室、便所等を設置し、女性消防吏員を配置する。

消防総務課 新消防庁舎へ女性消防吏員用仮眠室等を設置すること
を決定した。

新消防庁舎に女性消防吏員用
仮眠室等を設置し、女性消防
吏員を配置する。

平成２７年度末に新消防庁
舎が完成し、平成２８年４
月１日から業務開始

女性消防団員の火
災予防啓発活動、
救急講習活動等の
充実

女性の能力を生かした火災予防啓発活動や救急講習活動
等を実施する。

消防総務課 救急講習　２８回　延べ人数７３名
防火指導　１２回　延べ人数４８名
街頭広報　１回　延べ人数１１名
防火診断　７回　延べ人数２４名

消防団活動は、災害に直接対
処するだけでなく、高齢者や
地域社会に対する予防活動を
重視しなければならないよう
になっており、このような社
会的背景の中、女性消防団員
の活躍が大いに期待される。
また、救急講習指導員として
の知識及び技術の向上を図る
必要がある。

平成２８年度も継続実施

田辺市消防団音楽
隊 に よ る 火 災 予
防、応急手当普及
啓発

平成27年４月１日付けで田辺市消防団音楽隊が消防団組
織内に組み入れる。音楽隊入団員は23名（男性７名、女
性16名）で女性の能力を生かし音楽演奏による消防広報
活動（火災予防啓発活動や応急手当の普及啓発活動等）
を実施する。

消防総務課 火災予防啓発　５回　延べ人数１１２名
応急手当啓発　１回　延べ人数１９名

音楽演奏による消防広報活動
をすることで、市民の情操を
高め文化の向上を図ることが
できる。また、高齢者や地域
社会の社会的背景に合わせた
普及啓発の知識及び技術の向
上を図る必要がある。

平成２８年度も継続実施
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　　７．子どもの人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

たなべ人権フェス
ティバル

子どもたちに人権の根幹となる豊かな感性を育成するた
め、発達段階に応じた子ども向けのミュージカル（就学
前・小学生低学年が主な対象）を開催する。

人権推進課 たなべ人権フェスティバルにおいては、人間形成の基
礎を培う乳児期に、親子で思いやりやいたわりの心を
育むことを目的に演劇を開催。

平成２８年３月６日（日）
　第１部　歌のお姉さんとみんなの輪
　第２部　ミュージカル「オズの魔法使い」
　参加者　約１，２００名。

乳幼時期は、生涯にわたる人
間形成の基礎を培う極めて重
要な時期であり、毎年、公演
テーマについては、子どもた
ちがわかりやすく、落書きや
いじめ問題等について考える
ことができるようにオリジナ
ルのストーリーを組み込んで
いる。また、定員１２００名
に対して応募者数が１５００
名を超えるほど市民の参加も
多く、またアンケートの集計
結果も大変好評で、多勢の市
民の方から毎年続けてほしい
との声がある。

子どもと保護者が楽しみな
がら人権を考える機会を提
供するとともに、演劇作品
を通じて『相手を想う心、
みんなが幸せに生きていく
ことの大切さ』を育むこと
ができるように、今後も継
続して事業を実施する。

体験活動の実施 児童生徒の「豊かな心」の育成と人権意識の向上を図る
為に、教育活動の中に体験的活動を積極的に取り入れ
る。

学校教育課 市内全中学校２年生を対象に、３日程度の職場体験学
習を実施。市内殆どの小学校（５年生）において宿泊
体験を実施。また各学校の実情に応じて、福祉体験活
動及び自然体験活動などを取り入れた。

様々な体験活動を取り入れる
ことにより、児童生徒に豊か
な心を育成することができ
た。また、体験活動を実施す
る際には安全対策を充分にと
ることが大切である。

平成２８年度も継続実施。

体罰やいじめの根
絶

児童生徒一人一人に対してよりきめ細やかな指導ができ
るよう各学校に指導する。

学校教育課 ・校長会、教頭会、生徒指導主任会、また学校訪問等
を通じて、体罰の厳禁、いじめ問題の未然防止、早期
発見、早期対応についての指導を行った。
・各学校で作成した「学校いじめ防止基本方針」に則
り、いじめ防止の取組みを進めた。

体罰やいじめ根絶の指導を重
ねることで、学校全体の協働
体制の重要性の意識が高まっ
た。

平成２８年度も継続実施。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

子育てしやすい環
境づくり

安心して子どもを生み育てやすい環境を整え、子どもを
心身ともに健やかに育てるため、思春期、妊娠期から子
育て期に健診・相談・健康教育等の事業を実施する。

健康増進課 ・思春期ふれあい体験学習
・田辺市一般不妊治療費助成事業、田辺市特定不妊治
療費助成事業
・田辺市妊婦健康診査費助成事業
・マタニティスクール、パパママ教室
・妊婦訪問、こんにちは赤ちゃん事業（新生児訪問含
む）、乳幼児訪問、未熟児訪問
・乳幼児健診、相談事業
・育児学級、親子教室
・発達相談
・予防接種事業
・５歳児アンケート、５歳児発達相談

こんにちは赤ちゃん事業は全
戸訪問を目指し、訪問率は９
割を超えているが、依然とし
て訪問できない家庭がある。
健診・相談事業では、子ども
の健やかな発達を促し、病気
や障害の予防と早期発見、早
期療育のため、受診率、接種
率向上に努め、高い受診率を
得られた。
妊婦健診に係る経済的負担の
軽減を図ることで、妊婦の健
康管理を充実することができ
た。
発達等に課題のある児童の相
談体制や就学に向けての支援
を全５歳児を対象に実施でき
た。

こんにちは赤ちゃん事業の
訪問率向上に努める。
虐待予防の観点から、訪問
等で検診未受診者の状況把
握に努める。
発達等に課題のある児童の
相談体制や就学に向けての
支援を充実していく。

児童問題対策地域
協議会の設置運営

児童問題対策地域協議会において「児童虐待」防止につ
いてケース検証会議等を開催する。また同会主催で１１
月の児童虐待防止月間中に子どもの虐待防止啓発のため
の街頭啓発を開催する。

子育て推進課 １１月の児童虐待防止推進月間に合わせて、１１月６
日に、市内３か所で街頭啓発を行った。

子どもの虐待防止を進めるた
め、今後さらに啓発を進めて
行く必要がある。

関係機関との連携をとりな
がら平成２８年度も引き続
き啓発に努める。

「田辺市子ども・
子育て支援事業計
画」に基づいた施
策の推進

田辺市が少子化社会に対応して、今後目指していくまち
づくりについての基本目標や施策の方向について定めて
いる。この計画に基づき、個々の事業の推進状況の点
検・評価により進行管理を行い、地域の事情や特性に応
じた事業やサービスのあり方を検討し、効果的な事業実
施を進める。

子育て推進課 田辺市子ども・子育て支援事業計画に基づく事業につ
いて、事業実施所管課において評価・検証を行った。
また、新規事業または事業拡充の検討を行い、新たな
事業実施等につながっている。

少子化対策に向けた事業を実
施している。

平成２８年度も継続して、
事業の充実を図る。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

児童館活動（子ど
も を 育 成 す る 活
動）

児童館では子どもの異年齢による集団遊びや各種活動等
を通して、子どもの協調性や社会性を育成するとともに
子どもたちが命を大切にすることや人を思いやる心、仲
間意識を育成するための活動を意識的に行う。

田辺市児童館 ・野外活動、夏野菜づくり、わくわくお泊り会、中学
生クラブキャンプ
・スポーツ活動　ちびっこ角力大会、運動教室
・文化活動 料理教室、おやつ作り、あそび広場、月
見だんご作り、七草がゆ作り、工作教室、コバエ取り
トラップ作り、オセロ大会、もちつき体験、フェス
ティバル、児童館祭り、英語で遊ぼう、外国文化にふ
れよう、人形劇、おり紙教室、子ども茶道教室、七夕
の飾り付け、クリスマス会、チャレンジ教室、手話教
室、生け花教室、科学の世界へようこそ、出張レク
出張工作
・学習活動　計算教室、自主学習
・サークル活動　中学生クラブ　土曜クラブ
・広報活動 児童館だよりの発刊、田辺市ホームペー
ジ掲載、各種案内チラシ

放課後や土曜日・休日に定例
活動や行事活動等を実施する
ことができた。また、毎月の
児童館だよりや田辺市のホー
ムページ掲載など校区全体に
情報を発信しており、多くの
子どもが児童館活動に参加し
ている。また、子どもが安心
して遊べる場「居場所」とし
て、親の意識に定着してい
る。
しかし、少子化や学校週５日
制に伴い放課後時間が短く
なったこと、趣味の多様化に
より児童館の利用者が減少傾
向にあり、特に中学生の利用
は学校行事、クラブ活動、塾
などがあり小学生に比べても
少ない状況である。また、田
辺市には三児童館があるが、
その活動範囲は各館１小学校
区、１中学校区に限られ、他
校との交流事業も実施してい
るが、田辺市すべての子ども
を対象とすることが困難であ
る。

平成２８年度も継続実施。

児童館活動（地域
活動を推進する活
動）

学校や隣保館、地域の各種団体と連携し、地域ぐるみで
子どもを守り育てる活動・ネットワークづくりを児童館
が中心的な役割を持ちながら積極的に進める。また、子
どもクラブ等の活動を支援するとともに、リーダーの育
成に取り組む。

田辺市児童館 南部センターフェスティバルの開催
夏の子どもを守る運動懇話会の開催
夏の巡回補導実施
児童館まつり開催
田二小校内バスピン大会協力
キャンプ救命講習会
子どもみらい子育てのつどい
六者会議（保育所、小学校、中学校、隣保館、公民
館、児童館）

地域にある市の施設と連携を
しながら町内会や関係団体と
共に児童館まつり、南部セン
ターフェスティバル、夏の子
どもを守る運動等に取り組む
ことができた。人と人のつな
がりを大切にしながらの子ど
もを中心に据えた活動は、す
べての人が安心して暮らせる
地域づくり、人づくりにつな
がると考える。地域の拠点と
して児童館が中心的な役割を
果す中で、関係機関と連携し
ながら地域の子どもと大人、
大人と大人を結びつけていく
活動を今後、より進めていく
ことが大切である。また、子
どもクラブ活動への協力・支
援を通して、リーダー育成に
努めていくことが大切であ
る。

平成２８年度も継続実施。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

児童館活動（人権
教 育 総 合 推 進 事
業）

校区全体を視野に入れながら、子どもの基礎学力向上、
基本的生活習慣の確立、進路の保障や地域で子育てを支
援するための取り組みをより進める。

田辺市児童館 ・子育て教室
・親子料理教室
・高校訪問
・人権教育講演会
・参加型講演会
・学校訪問
・担任の先生との交流会

地区の子どもの持つ課題（学
力課題・生活課題）につい
て、地域・学校・行政が連携
しながら取組が進められてい
る。地区の子どもの課題にお
いては、親の生活との関わり
が大きく、課題のある家庭に
ついては今後もねばり強く働
きかけていく必要がある。

平成２８年度も継続実施。

児童館活動（子育
て家庭を支援する
活動）

子育ての中で悩みや孤立感を感じる保護者に対して、教
育相談を行う。また、子育て講座を実施し、家庭教育の
充実を図るとともに関係機関と連携し、子育て家庭を支
援する活動を行う。また、乳幼児と保護者を対象にフ
リースペースちびっこを開設し、子どもが安心して遊べ
る場、子どもや保護者の交流の場を提供する。

田辺市児童館 月二回教育相談の日を位置づけて実施。
学校や関係機関と連携して家庭訪問の実施。
乳幼児と保護者を対象にフリースペースちびっこを開
設し、子どもが安心して遊べる場、子どもや保護者の
交流の場の提供。
おはなし会
親子リトミック
館内会議（保育所、認定こども園、小学校、中学校、
児童館）
親子バスツアー

教育相談の日を位置づけ実施
することができました。相談
家庭や課題のある家庭につい
ては、学校や関係機関と連携
を取りながら家庭訪問を行
い、担任や保護者と話し合い
を進めている。また、就学前
の乳幼児と保護者を対象にフ
リースペースちびっこを開設
しており、子どもや保護者の
遊びや交流の場となってい
る。地域によってフリース
ペースちびっこの利用状況が
異なっており、利用数が減少
傾向にある。

平成２８年度も継続実施。
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　　８．高齢者の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

住民バス運行事業
の再編整備

過疎地（公共交通不便地域）における、交通弱者等の日
常生活の利便向上を図ることを目的に、地域住民の交通
手段の確保に努める。

企画広報課 田辺市における公共交通施策の再構築に関する調査に
おいて、基本的な考え方として位置付けされていると
ころであるが、幹線道路においてはバス事業者におけ
る路線バスの運行及びタクシー事業者による移動手段
が行われており、本宮地域及び中辺路地域において
は、合併前から引き続き、住民バスの運行を実施して
いる。こうした中、当調査の結果にも基づき、平成２
０年度に龍神行政局から日高川町川原河間、平成２１
年度には、大塔行政局管内の鮎川から三川・富里地域
間において路線バスの廃止に伴い、住民バスの運行を
開始した。その中で特に大塔地域において、これまで
路線バスが運行していなかった五味・木守・保平地区
等を運行することにより、公共交通不便地域の一定の
解消が図られるとともに、地域住民の交通手段の一つ
が一定確保された。
また、平成２４年５月から龍神地域において、龍神行
政局から奥小森までの間を増便することにより、行政
局及び金融機関への利便性を図った。一方で、平成２
５年度から平成２６年度にかけて路線バス事業者によ
る路線の減便や廃止が段階的に実施され、それに伴い
交通空白となる地域の生活交通手段確保対策に取り組
んできたところである。

こうした中、平成２７年１０月から龍神地域で丹生
ノ川線を新規開設した。

平成２５年１０月に市内を運
行する民間路線バス事業者か
ら大幅な減便、廃止を含む事
業再編計画が示された中で、
平成２６年４月以降、減便や
廃止を含めた運行見直しが進
められた。
こうしたことから、平成２６
年度に田辺市公共交通再編計
画を策定し、この計画に基づ
き各地域の交通体系の具現化
に向けた取組を進めている
が、今後も利用者減少が続け
ば、民間路線バス事業の縮小
が進み、更なる交通不便地域
の拡大が懸念される。

今後は、左記の田辺市公共
交通再編計画で示された内
容に基づき、合理的かつ効
果的で持続可能な運行形態
を再構築するため、関係機
関及び住民と連携しなが
ら、各地域の実情に適した
交通のあり方等を協議しつ
つ、交通体系の具現化を図
る。
さらに、条件の整ったもの
から運行を開始する。

隣保館デイ・サー
ビス事業

障害者及び高齢者等の自立を助長し生きがいを高めるた
めに、創作・軽作業、日常生活訓練等を行う。

南部･西部･芳
養センター

デイ・サービスセンターに設置しているヘルストロン
や健康器具を利用した機能回復訓練、高齢者の歩行訓
練を実施した。
南部センター：南部デイクラブ（月１回介護予防のた
めの講座や歩行訓練など）
西部センター：高齢者の福祉の増進を図るための高齢
者訪問事業や歩行訓練などを実施した。また、介護予
防のための教室やＤＶＤによる健康講座を開催した。

デイサービスセンターの利用
者数は広報啓発等により増加
している。

より多くの方に利用しても
らえるように、広く啓発し
ていく。

都市計画マスター
プランに基づいた
施策の推進

「田辺市高齢者保健福祉計画」及び「県の福祉のまちづ
くり条例」を考慮した都市計画マスタープランを平成２
２年３月に策定した。都市計画事業において計画段階か
らバリアフリーを盛り込む。

都市計画課 田辺市都市計画マスタープランに基づく、道路・公園
等の具体的な都市計画事業の推進。
・「三四六総合運動公園」の都市計画公園事業の推進
・「外環状線」の都市計画道路事業の推進

このマスタープランにおい
て、バリアフリー・ユニバー
サルデザイン・市民参画等に
配慮した都市計画を進めてい
く方針付けを行っている。

今後も引き続き、この田辺
市都市計画マスタープラン
に基づき、道路・公園等の
具体的な都市計画事業を推
進して行く。

建築物の設計、改
修等

建築物の計画、改修時に「田辺市高齢者保健福祉計画」
及び「県の福祉のまちづくり条例」に基づきバリアフ
リー化を推進する。

都市計画課 消防庁舎新築工事や公衆便所整備工事等に際して、
「県の福祉まちづくり条例」に基づき、設計及び工事
を行っている。

条例によって、届出義務のあ
る建物は、条例の設計指針に
基づき設計を行い届出を提出
しています。それ以外の建物
も、可能な限り、条例の設計
指針に基づき設計を行い、新
築、改修を行っております。

新築、改修時の条例の設計
指針に基づく設計だけでな
く、既存の建物も「県の福
祉のまちづくり条例」に基
づいた改修を行っていくよ
うに、各施設管理者と打ち
合わせて行く。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺市高齢者障害
者虐待防止ネット
ワーク委員会

地域包括支援センターの業務である権利擁護事業の中
で、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による虐待
を受けた高齢者の保護及び養護者に対する支援を適切に
実施するため、関係機関と連携し、高齢者・障害者虐待
防止ネットワーク委員会を開催する。

やすらぎ対策
課

平成２８年２月２２日に委員会を開催した。また、同
年成２７年７月１日には、個別ケース検討会を開催し
た。

対応の施策に関して庁内の関
係課などの他、警察、介護事
業所、医療機関などの関係機
関との連携ができてきてい
る。

平成２８年度も必要に応じ
て開催の予定。

高齢者の生きがい
と健康づくり推進
事業

高齢者が家庭・地域等社会の各分野で、豊かな経験と知
識・技能を生かし、高齢者の生きがいと社会参加を促進
するため、５つの老人クラブ連合会と委託契約を結んで
老人クラブの活動を基本に実施する。

やすらぎ対策
課

旧田辺市については連合会及び地区毎に、旧町村につ
いては連合会毎に下記の事業等を実施した。

・グラウンドゴルフ大会９回  　計　約４９２名参加
・演芸大会３回　計　約８５０名（観客含）参加
・カラオケ大会２回　計２８５名（観客含）参加
・趣味の会２回　計１１５名参加
・ボウリング大会１回　計５０名参加
・手芸教室１回　２２名参加
・フラワーアレンジメント１回４８名参加

高齢者の生きがいと健康づく
りには欠かせない事業であ
る。
事業については、趣向を凝ら
した取組が行われ継続実施し
ている事業が多い。

平成２８年度も継続予定。

紙おむつ等購入費
支給事業

要介護１～３に認定され、かつ常時失禁がある等、紙お
むつ使用の必要性が認められる市民税非課税世帯に属す
る要介護者を現に在宅で介護している家族等に紙おむつ
等購入費を支給する。

やすらぎ対策
課

延べ３８２件、4,474,086円支給。 高齢者とその家族の身体的、
精神的、経済的負担を軽減で
きたと思われる。

平成２８年度も継続予定。

家族介護用品購入
費支給事業

要介護４または５に認定されている市民税非課税世帯に
属する要介護者を現に在宅で介護している家族等に介護
用品購入費を支給する。

やすらぎ対策
課

延べ３２４件、7,173,866円支給。 高齢者とその家族の身体的、
精神的、経済的負担を軽減で
きたと思われる。

平成２８年度も継続予定。

家族介護慰労金支
給事業

要介護４または５に認定され、市民税非課税世帯に属す
る在宅の要介護者が、過去１年間介護サービスを受けな
かった場合に、現に介護している家族に慰労金１０万円
を支給する。

やすらぎ対策
課

100,000円×３名＝300,000円支給。 当該家族の身体的、精神的及
び経済的負担の軽減、要介護
高齢者の在宅生活の維持及び
向上が図れたと思われる。

平成２８年度も継続予定。

緊急通報装置貸与
事業

市内のひとり暮らしの高齢者及び重度身体障害者に対
し、緊急通報装置を貸与することにより、急病又は災害
等の緊急時に迅速かつ適切な対応を図る。

やすらぎ対策
課

市内のひとり暮らしの高齢者及び身体障害者に対し、
緊急通報装置を貸与することにより、急病又は災害等
の緊急時に迅速かつ適切な対応を図った。
緊急通報装置は、利用者が緊急ボタンを押すことによ
り消防署へ通報され、必要に応じ消防署から利用者の
近所に住んでいる協力員へ連絡される。

ひとり暮らしの高齢者等が近
所に住む協力員の協力によ
り、安心して生活が送れる。

平成２８年度も継続予定。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

徘徊高齢者家族支
援サービス事業

徘徊行動が認められる認知症高齢者を介護する家族に対
し、徘徊高齢者が徘徊した場合に早期発見できるシステ
ムを利用し、その居場所を伝えることで事故を未然に防
止し、家族の身体的・精神的負担の軽減を図る。

やすらぎ対策
課

徘徊行動が認められる認知症高齢者を介護する家族に
対し、徘徊高齢者が徘徊した場合に早期発見できるシ
ステムを利用し、その居場所を伝えることで事故を未
然に防止し、家族の身体的・精神的負担の軽減を図
る。
徘徊高齢者が探索器を所持することにより、現在位置
が確認できる。

介護する家族の身体的・精神
的負担が軽減されている。

平成２８年度も継続予定。

田辺市シルバー人
材センター運営費
補助金の交付

高齢者の方々が長年培ってこられた知識・経験・技能を
活かし、福祉の受け手ではなく、地域社会の担い手とし
ていきいきと働く、あるいはボランティア活動をはじ
め、様々な社会活動の参加につなげるために補助金を交
付する。

やすらぎ対策
課

シルバー人材センターでは、定年退職後、常用雇用は
望まないが、自己の労働能力を活用することにより収
入を得るとともに、自らの生きがいの充実、社会参加
を希望する高齢者に対し、臨時的かつ短期的な仕事を
組織的に提供している。また、高齢者の方々が長年
培ってこられた知識・経験・技能を活かし、福祉の受
け手ではなく、地域社会の担い手として生きいきと働
く、或いはボランティア活動を始め、様々な社会活動
の参加につなげていただいている。本部を始め、各行
政局管内の支部に対する運営費補助を行った。

シルバー人材センターでは、
合併後は、各管区内に支部を
設け、地域住民の方々に対
し、安心して支援を依頼して
いただけるよう努めていただ
いている。

平成２８年度も継続予定。

田辺市長寿プラン
２０１５に基づい
た施策の推進

高齢者が生きがいをもって社会参加できる地域づくり、
高齢者の自立を支える福祉事業の地域づくり、高齢者の
生活の質の向上、介護予防事業、介護保険事業の充実、
地域ケア体制の構築のため、次の取り組みを推進する。
　１．高齢者の生きがいづくり対策の推進
　２．高齢者総合サービス提供体制の推進
　３．介護予防事業の充実
　４．高齢者の権利を守る社会の実現
　５．介護保険制度の適正な管理運営

やすらぎ対策
課

田辺市長寿プラン２０１５に基づき、上記事業をはじ
め高齢者福祉施策の総合的な推進に取り組んだ。

今後も続く高齢化の進行に伴
い、医療ニーズの高い高齢者
や重度の要介護者の増加に加
え、単身や高齢者のみの世帯
の増加への対応が課題となっ
ている。

平成２７年３月に策定した
計画「田辺市長寿プラン２
０１５」に基づき、本市の
高齢者福祉施策の推進を図
るとともに、安定した介護
保険制度の維持を図る。

高齢者の総合相談
業務

高齢者が長年住み慣れた地域でいきいきとした生活が継
続できるように、保健師・社会福祉士・主任介護支援専
門員がそれぞれ医療、福祉、介護の専門職としての知
識・技術を生かしながら高齢者やその家族に関する相談
に対して総合的に応じている。本庁にある「地域包括支
援センター」を中心に、行政局管内を担当する「中辺路
サブセンター」、より身近な窓口として日常生活圏域ご
とに「在宅介護支援センター」をブランチ（窓口）とし
て設置し、総合的な支援を実施する。

やすらぎ対策
課

相談に対し、適切な機関・制度、サービスにつなぎ、
継続的にフォローするとともに、必要に応じて権利擁
護事業・介護予防ケアマネジメント・包括的継続的マ
ネジメント事業に繋げることで、高齢者の安心できる
生活を支える。

高齢者世帯・認知症高齢者の
増加に伴う相談件数の増加、
専門職種の確保。

「田辺市長寿プラン２０１
５」で日常生活圏域を行政
局管轄単位と位置付けてい
ることから、この単位で相
談やサービスが受けられる
ような地域包括ケアシステ
ムの体制の整備

田辺市徘徊高齢者
見守りサポート事
業

増加が予想される認知症徘徊高齢者の事故を出来る限り
防止するため、徘徊高齢者の家族等から当該高齢者の写
真や特徴を登録してもらい、行方不明時の捜索が円滑に
出来るよう、見守りサポーターとして登録いただいた住
民の方に写真等データを送信する。

やすらぎ対策
課

徘徊高齢者の生活の安全を確保するとともに、家族等
の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図る。

・田辺警察、消防本部との協
議
・見守りサポーターの養成
・個人情報の管理
・市担当窓口（地域包括支援
センター）での受付業務の検
討

今後も継続して実施する。
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　　９．障害者の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

職員向け障害者研
修の実施

毎年８月にやすらぎ対策課主催による「障害児サマース
クール」に新採職員を参加させる。

総務課 平成２７年８月３日から１１日の間に実施された「障
害児サマースクール」に新採職員２２名を参加させ
た。

障害者に対する意識の向上が
図られる。

定期的、計画的に参加させ
ていく。

道路開設・改良工
事における歩行者
の安全な通行の推
進

市道改良工事にあたり、側溝・歩道等の段差解消・滑り
止め施行等、歩行者の安全を図る。

土木課 歩行者がより安全・安心して通行することが出来るよ
うに、維持修繕により鋼製蓋等に滑り止めの設置、が
たつきの解消、破損蓋の改修等、また、老朽が進んだ
側溝等には改良工事などにより蓋付側溝の設置等の対
応を行った。

施工できた箇所については、
一定の効果があったと考えて
いる。認定市道が約１３５０
kmあり、それに付随する側溝
以外の排水路も多々あり限ら
れた予算では、一気に解消で
きない状況である。

昨年に引き続き、歩行者が
より安全に通行できるよう
修繕箇所については迅速に
対応、また、改良工事箇所
については要望箇所を担当
職員が現場を確認し、計画
的に予算化して取り組んで
行く。

都市計画道路元町
新庄道路改良事業

道路改良事業に伴い、スムーズな交通移動手段の確保と
交通弱者への保護
　・車道拡幅工事
　・歩道設置工事

都市計画課 交通弱者への通行安全に配慮し、整備を推進してい
る。（県施工）

事業完成に向け、県と共に取
り組んでいる。

平成２８年度内に整備完了
予定。

都市計画マスター
プランに基づいた
施 策 の 推 進 （ 再
掲）

「田辺市障害者計画」並びに「田辺市障害福祉計画」及
び「県の福祉のまちづくり条例」を考慮した都市計画マ
スタープランを平成２２年３月に策定した。都市計画事
業において計画段階からバリアフリーを盛り込む。

都市計画課 田辺市都市計画マスタープランに基づく、道路・公園
等の具体的な都市計画事業の推進。
・「三四六総合運動公園」の都市計画公園事業の推進
・「外環状線」の都市計画道路事業の推進

このマスタープランにおい
て、バリアフリー・ユニバー
サルデザイン・市民参画等に
配慮した都市計画を進めてい
く方針付けを行っている。

今後も引き続き、この田辺
市都市計画マスタープラン
に基づき、道路・公園等の
具体的な都市計画事業を推
進して行く。

建築物の設計、改
修等
（再掲）

建築物の計画、改修時に「田辺市障害者計画」並びに
「田辺市障害福祉計画」及び「県の福祉のまちづくり条
例」に基づきバリアフリー化を推進する。

都市計画課 消防庁舎新築工事や公衆便所整備工事等に際して、
「県の福祉まちづくり条例」に基づき、設計及び工事
を行っている。

条例によって、届出義務のあ
る建物は、条例の設計指針に
基づき設計を行い届出を提出
しています。それ以外の建物
も、可能な限り、条例の設計
指針に基づき設計を行い、新
築、改修を行っております。

新築、改修時の条例の設計
指針に基づく設計だけでな
く、既存の建物も「県の福
祉のまちづくり条例」に基
づいた改修を行っていくよ
うに、各施設管理者と打ち
合わせて行く。

29



事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

社会体育施設のバ
リアフリー化に向
けた整備

市内の社会体育施設において、障害者が車椅子での利用
が出来るように、スロープ等、可能な限り施設の整備充
実を図る。

スポーツ振興
課

平成２７年度、もりいこいの広場プールの開放期間中
（７月から８月）、障害者用仮設トイレを設置した。
また、田辺スポーツパーク内の野球場・テニスコート
等の供用を開始。トイレ・駐車場・観覧席等、バリア
フリー化を図っている。

施設利用者の利便性の向上を
図るため、順次施設整備を進
めているが、市内全般的に老
朽化が進んでいる施設が多い
ため、充分な対応ができてい
ない。

施設整備にあたっては、ユ
ニバーサルデザインやバリ
アフリー化に留意し、障害
を持たれた方が利用しやす
い施設整備に心掛ける。

障害者週間にあわ
せた街頭啓発活動

障害者週間中（１２月３日から９日）に、自動車を使っ
た街頭宣伝活動を行うとともに、障害者団体と一緒に、
障害者施設が作った啓発グッズ等を配布し、障害者に対
する理解を深めてもらう活動を行う。

やすらぎ対策
課障害福祉室

平成２７年１２月３日に市内スーパー（田辺市２箇
所、上富田町２箇所、白浜町、すさみ町各１箇所、計
６箇所）の協力を得て実施。

障害者団体との連携を大切に
し実施している。

継続実施。

福祉的就労の場で
あ る 就 労 継 続 支
援、就労移行支援
を利用する障害者
に対する支援事業

本支援事業を利用する障害者に対して、就労意欲の向
上、個人負担の軽減のため、通所にかかる交通費と利用
者負担の一部を補助する事業を実施する。

やすらぎ対策
課障害福祉室

平成２７年度においても、通所にかかる交通費と利用
者負担の一部を補助する事業を実施した。

障害者の就労意欲の向上、負
担の軽減につながっている。

補助を継続する。

「田辺市障害者計
画」及び「障害福
祉計画」に基づい
た施策の推進

障害者計画は第２期障害者計画(H２４～H２９)として平
成２５年３月に策定した。また、障害福祉計画は、第４
期障害福祉計画(H２７～H２９)として平成２７年３月に
策定した。障害者計画では田辺市における障害者施策全
般にかかわる理念や基本的な方針、目標を定め、障害福
祉計画では田辺市における障害福祉サービスの確保して
いく目標値を年度ごとに示している。

やすらぎ対策
課障害福祉室

第２期障害者計画及び第３期障害福祉計画の平成２６
年度の進捗状況をまとめた。

各障害福祉サービスの見込量
の達成ができるように、市と
障害福祉サービス提供事業者
等関係者との連携が課題。

「田辺市バリアフ
リー基本構想」の
推進

基本構想におけるＪＲ紀伊田辺駅、市役所本庁、市民総
合センター及び紀南文化会館とそれらの施設を結ぶ主な
道路のバリアフリー化を推進する。

やすらぎ対策
課障害福祉室

平成２７年度では、担当部署が①田辺大通りの歩道の
改修、②湊本通り・つぶり坂間の歩道の新設の工事を
行っている。

バリアフリー基本構想に、中
期期間（平成２３年から２７
年まで）に示された主な計画
が予定通り進んでいる。

30



事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

西牟婁圏域自立支
援協議会の開催

本協議会は、福祉、教育、雇用の関係者(行政、事業者)
で構成し、地域のさまざまな障害福祉の課題について協
議し、それぞれのサービス提供事業者が連携のもと、効
果的で中立・公正なサービス提供ができるよう連携に努
める。

やすらぎ対策
課障害福祉室

年間２回の全体会議を開催（開催日：平成２７年９月
１７日、平成２８年３月２２日）し、自立支援協議会
の定着化をはかった。

自立支援協議会の組織後、専
門部会として、「発達障害部
会」「障害者就労支援部会」
「地域移行支援部会」を設置
したが、全体会を含めた各種
会議（全体会、定例会議、事
務局会議及び専門部会議）の
効果的な開催が課題。そのた
めには、それぞれの会議の長
と事務局の体制整備が必要だ
が、日常の業務と平行しての
取り組みであることから、時
間的に困難な状況がある。

引き続き、自立支援協議の
定着化を図る。

障害者虐待防止セ
ンターの設置

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に
関する法律」が平成２４年１０月１日に施行された。障
害者に対する虐待は障害者の尊厳を脅かすものであり、
障害者の自立及び社会参加にとって、障害者に対する虐
待を防止することは極めて重要であることから、法律で
は、国・地方公共団体及び国民の責務として、障害者に
対する虐待の禁止、予防及び早期発見、虐待を受けた障
害者の保護及び自立のための措置、養護者に対する支援
等を定め、障害者の権利利益の擁護に資することを目的
としている。
障害者虐待を「養護者による障害者虐待」、「障害者福
祉施設従事者等による障害者虐待」及び「使用者による
障害者虐待」に分け、それぞれにおける虐待の防止措置
を定めるとともに、就学する障害者、保育所等に通う障
害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待につい
て、その防止等のための措置を学校の長、保育所等の長
及び医療機関の管理者に義務付けている。
また、市町村に対して、障害者の福祉に関する事務を所
掌する部局又は当該市町村が設置する施設が、障害者虐
待の対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止セン
ター」としての機能を果たすよう整備することを求めて
いる。

やすらぎ対策
課障害福祉室

田辺市では、障害福祉室を「市町村障害者虐待防止セ
ンター」として位置付けした。
実際に障害者虐待の通報や届出があった場合は、障害
福祉室と田辺市障害児・者相談支援センター「ゆめふ
る」と連携を図りながら、調査や情報収集、保護等の
対応をしている。

障害者の虐待問題について
は、「ゆめふる」等ととも
に、今後も虐待防止に取り組
む。

理解促進研修・啓
発事業

研修会や啓発事業を通じて、市民が障害及び障害者等に
関する理解を深め、障害者等が日常生活及び社会生活を
営む上で生じる「社会的障壁」の除去と共生社会の実現
を図る。

やすらぎ対策
課障害福祉室

平成２８年度からの新規事業で、平成２８年度はＮＰ
Ｏ法人和歌山県自閉症協会に委託。
平成２８年４月１７日（日）講演会開催
演題：知的障がい・自閉症のある人の親なき後のライ
フプラン　～親が元気な間にやっておける手続きと金
銭管理～
講師：鹿野佐代子氏　ファイナンシャルプランナー
      大阪府障害者福祉施設勤務
場所：田辺市ひがしコミュニティセンター

秋に、講演会等を計画している。

講演会等の啓発事業を実施す
ることで、発達障害について
の理解を深め、発達障害の方
が日常生活や社会生活を営む
上で生じる「社会的障壁」の
除去に寄与している。
単年度では、効果が広がった
り、深まったりしにくく、ま
た、知的や精神障害の分野も
ある。

発達障害の分野で２～３年
継続実施し、次には、知的
障害や精神障害について、
啓発する予定である。その
際には、委託先は適した法
人に変更になる。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

聴覚障害者用の１
１９番通報用ファ
クシミリ等の運用

ファクシミリや電子メールを利用し、聴覚障害者からの
１１９番通報を受信するとともに、災害情報等を提供す
る。

警防課 平成２７年度中の状況
　●聴覚障害者ファクシミリ
　　・緊急通報の受信：０件
　　・情報伝達：６０件
　　　火災発生情報：１７件
　　　気象警報等：３４件
　　　行方不明：９件
　●メール１１９
　　・緊急通報の受信：０件
 

運用上で特に問題や課題はな
い。

平成２８年度以降も継続

ペットボトルリサ
イクル業務及び容
器包装プラスチッ
クリサイクル業務
の委託

プラスチック類をリサイクルすることにより、循環型社
会の推進と最終処分場の延命化を目的に『田辺市障害者
計画及び障害福祉計画』に基づき、市業務を障害者団体
への委託に努める。

廃棄物処理課 ペットボトルリサイクル業務と容器包装プラスチック
リサイクル業務の委託を行った。

一般就労への移行の促進に寄
与できている。
平成２７年度中は残念ながら
一般就労に移行できた者はい
なかった。
また、平成２６年度から一般
就労過程の選抜で文里のふた
ば作業所に派遣し、そこから
巣立つ研修を受けている。

平成２８年度も継続して委
託する。
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　　１０．外国人の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺観光戦略推進
事業

・外国人対応レベルアップ
観光業者に対して、外国人（英語圏）が来訪した際、安
心して観光できるツールを整備する。具体的には、英語
が話せなくても必要な情報を伝達することが可能なコ
ミュニケーションツールを作成する。

観光振興課 外国人対応レベルアップの内容
■田辺観光戦略推進事業
・研修会等により市内観光業者に対し外国人対応レベ
ルアップ指導を行っている。

世界遺産登録後、増加する外
国人来訪者に対して言語、文
化等の相違による相互理解の
ため、語学が苦手な方でも外
国人に対して接客出来る「指
さしツール」の作成は内外か
ら高い評価を得るとともに、
外国人来訪者数も年々増加
し、特に平成２７年度の外国
人宿泊者数は大幅に増加して
いる。

継続して実施していきた
い。

外国人観光客おも
てなし力向上事業

平成28年10月に闘鶏神社等の世界遺産追加登録を見据
え、増加が予想される外国人観光客の対応策として、市
内の宿泊事業者、交通事業者、飲食業者を対象とした外
国人アドバイザーによるメニューの英語併記や指差し
ツールの作成等のコンサルティング業務を行う。
※対象事業者については、募集を行う。（２０事業者）

観光振興課 事業者を募集したところ、募集数（２０事業者）を超
える申込があったことから、外国人対応についての関
心の高さが伺える。
本格的に事業実施はこれからであり、最終的な効果の
検証や評価はまだ出来ない。

今回は、対象事業者を宿泊事
業者、交通事業者、飲食業者
としたが、申込者の中には小
売店の問合せも多かったこと
から、次回からは、対象事業
者の範囲を拡大したい。

平成２９年度は、対象者の
範囲を広げて実施したいと
考えている。

ＡＬＴの配置、小
学校での外国語活
動

小学校においては、外国語活動や特別活動、社会科等の
時間を通して国際理解に努める。また、中学校では、英
語科・社会科及び道徳・特別活動・総合的な学習の時間
などを利用して国際理解の教育を進める。
それに加え、ＡＬＴを田辺市内に６名配置し、発達段階
に応じた英語活動及び国際理解教育を進める。

学校教育課 小学校においては、外国語活動や特別活動、社会科等
の時間を通して国際理解に努めた。また、中学校で
は、英語科・社会科及び道徳・特別活動・総合的な学
習の時間などを利用して国際理解の教育を進めた。
それに加え、市内に６名のＡＬＴを配置し、発達段階
に応じた英語活動及び国際理解教育を進めた。

ＡＬＴの活用により、外国語
活動及び英語教育が充実し、
国際理解教育が定着してき
た。小学校の更なる外国語活
動（英語活動）の充実・中学
校英語科への接続が課題であ
る。

今後も継続して国際理解教
育を進めていく。

緊急通報外国語通
訳事業

田辺市を訪れる外国人観光客や居住する外国人など、日
本語による緊急通報等ができない方に対する災害活動を
円滑に行うため、電話を使用した多言語通訳体制を確保
する。
※２４時間３６５日対応、５ヶ国語対応（英語、中国
語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語）

警防課 平成２７年度の利用はなし。 運用上で特に問題点について
は特になし。

平成２８年度以降も継続
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　　１１．感染症・難病患者等の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

妊婦、新成人への
普及・啓発

妊娠届出時に感染症等に関する正しい知識についての普
及と啓発を図る。
成人式で新成人に対し、感染症等に関するパンフレット
等を全員に配布し、正しい知識の普及と啓発を図る。

健康増進課 妊娠届出時に性感染症等に関する情報を提供し、正し
い知識の普及、啓発に努めた。
成人式で新成人に臓器提供意思表示、意思登録に関す
るパンフレットを全員に配布し、正しい知識の普及と
啓発を実施した。

妊娠届出時に、感染症などに
ついて、正しい知識の普及・
啓発をしている。
青少年への普及啓発は、関係
機関との連携を図りながら取
り組んでいる。

関係機関との連携を図りな
がら継続的に取り組む。

　　１２．刑を終えて出所した人の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

田辺保護司会 田辺保護司会が、地域の犯罪や非行を防止するため実施
している更生保護活動を円滑に推進するため、財政的援
助を行う。
また、市民総合センター内「更生保護サポートセン
ター」の行政財産使用料を一部免除している。

自治振興課 田辺保護司会の活動に対する補助金６５９千円を支出
した。また、平成２１年より市民総合センター内に
「更生保護サポートセンター」を開設し、犯罪被害者
の相談や保護観察者の面接等を行っている。活動内容
としては犯罪や非行をした人に対する保護観察や社会
復帰を果たせるように環境調整を行っている。また、
「社会を明るくする運動」を中心に犯罪や非行を未然
に防ぐために啓発活動を行っている。

平成１１年の保護司法の改正
により、法務大臣から委嘱さ
れている保護司に関して、地
方公共団体との相互協力関係
が規定され、保護司が地方公
共団体の犯罪予防施策に協力
する者であることが明記され
ている。全国的に治安に対す
る不安が高まる中、保護司の
役割はいっそう重要となって
いる

平成２８年度も支援（補
助）を継続。

更生保護法人和歌
山県更生保護協会

更生保護法人和歌山県更生保護協会が行う和歌山県内に
おける更生保護事業を推進するため、財政的援助を行
う。

自治振興課 昭和５１年に財団法人、平成８年より更生保護法人と
して事業を行っている和歌山県更生保護協会に対する
分担金１２千円を支出した。

和歌山県内における刑務所出
所者等の更生保護を必要とす
るものへの一時保護事業、更
生保護関係団体への連絡助成
事業、犯罪予防活動などを行
う。

平成２８年度も支援（分担
金負担）を継続。
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　　１３．犯罪被害者等の人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

公益社団法人紀の
国被害者支援セン
ター

公益社団法人紀の国被害者支援センターが行う犯罪被害
者及びその家族等への支援活動の促進を図るため、財政
的援助を行う。（もって、市民がそういった被害に遭っ
た場合の相談先の充実を図る。）

自治振興課 犯罪被害者やその家族に対する精神的支援を始めとす
る各種支援活動(電話及び面接相談、病院や裁判所への
付き添い、国への給付金申請の直接支援、支援員の要
請及び研修、支援に関する啓発事業)を目的に設立され
た民間団体である「公益社団法人 紀の国被害者支援
センター」（平成９年５月設立、平成２４年４月公益
社団法人化）の活動に対する補助金１８４千円を支出
した。

犯罪被害者基本法（Ｈ１７.
４月施行）には、犯罪被害者
支援に関して、国及び地方公
共団体が講ずべき基本施策が
明示されており、その中に
「民間の団体に対する援助
（法第２０条）」が明記され
ている。田辺市内でも一日出
張相談所を開設(２回)してい
る。

平成２８年度も支援（補
助）を継続。

　　１４．インターネット等による人権侵害等の問題

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

インターネット等
による差別表現対
応

インターネット掲示板等で差別表現を発見又は通報を受
けた場合、速やかに対応する。また、そのための体制を
整備する。
・和歌山県策定のマニュアルに沿って対応する。
・速やかにプロバイダ等への削除依頼ができるよう、法
務局・和歌山県・関係団体等との連携を図る。

人権推進課 市では、インターネット等による差別表現に関して連
絡を受けていない。

匿名性を利用したインター
ネット上での人権侵害につい
ては、全国的に増加してお
り、今後も研修会や啓発活動
を推進していく。

警察庁に寄せられる、サイ
バー犯罪関連の相談件数は
年々増加しており、また、
法務局においてもインター
ネットに関する人権相談は
増える一方である。差別を
助長する悪質な掲載につい
ては、法務局・県等との連
携を図りながら今後も対応
していく。

各学校での教育活
動、管理職研修会

・情報モラル
児童生徒に対する指導に関しては、教育計画に基づき、
情報モラル教育の充実を図っていく。また、保護者に対
しては、教育講演会や学級懇談会、家庭訪問、三者面談
等を利用して、スマートフォンやＳＮＳの危険性と情報
モラルについて啓発活動を行う。
・情報流失防止
管理職研修等で情報管理に関する研修を深め、情報流失
問題が発生しないように指導する。
・人権問題発生時の対応
人権問題発生時の対応マニュアルを各学校で作成し、人
権問題発生時の対応が迅速にできるよう指導する。

学校教育課 ・情報モラル
児童生徒に対する指導に関しては、各学校の実情に応
じて、情報モラル教育の充実を図った。また、保護者
に対しても教育講演会や学級懇談会、家庭訪問、三者
面談等を利用して、スマートフォンやＳＮＳの危険性
と情報モラルについて啓発活動を行った。
・情報流失防止
管理職研修等を通じて情報管理に関する研修を深め、
情報流失問題が発生しないように指導した。
・人権問題発生時の対応
人権問題発生時の対応マニュアルを各学校で作成し、
人権問題発生時の対応が迅速にできるよう指導する。

スマートフォンの普及やＳＮ
Ｓの利用により、全国的に
様々な問題が報告されてい
る。そのため、本市において
も更なる情報モラル教育の充
実が必要である。

平成２８年度も継続予定。
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事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

情 報 セ キ ュ リ
ティー対策への取
り組み

・職員向け情報セキュリティ研修を実施する。
・平成２４年４月に全面改正施行した情報セキュリ
ティーポリシーについて、平成２７年３月に公表された
国のガイドラインに沿った一部改正及び、未着手の情報
セキュリティーポリシー実施手順書（ハンドブック）の
作成を行うとともに、その浸透とセキュリティー対策の
徹底のため、職員向け説明会（全職員対象）を実施す
る。

情報政策課 ・職員向け情報セキュリティ研修（管理職・一般職員
向け 対象者約２００名、講師は外部から招へい）を
行った。
・平成２４年度に全面改正施行した情報セキュリティ
ポリシーの一部について、平成２８年２月に改正施行
し、併せて情報セキュリティーポリシー実施手順書
（ハンドブック）を作成した。

職員向け情報セキュリティ研
修の実施及び情報セキュリ
ティポリシー、実施手順書
（ハンドブック）の作成はで
きたが、その内容を浸透させ
るための説明会の開催はでき
なかった。

・平成２８年度について
も、約２００名を対象とし
た職員研修を予定してい
る。
・情報セキュリティポリ
シ ー 及 び 情 報 セ キ ュ リ
ティー実施手順書（ハンド
ブック）の内容についての
職員向け説明会（全職員）
を予定しているが、対象が
全職員であるため、実施時
期、実施方法等を総務課と
協議していく必要がある。

１５．様々な人権

事業名 事業の内容 所管課 ２７年度事業実施状況 評価・問題点等 今後の予定

該当事業なし
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